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1.14 電源の確保に関する手順等  

＜要求事項＞  
発電用原子炉設置者において、電源が喪失したことにより重大

事故等が発生した場合において炉心の著しい損傷、原子炉格納容

器の破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中におけ

る発電用原子炉内の燃料体（以下「運転停止中原子炉内燃料体」

という。）の著しい損傷を防止するために必要な電力を確保する

ために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される

方針が適切に示されていること。  

 
【解釈】  

1 「電力を確保するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措

置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順

等をいう。  
(1 )  炉心の著しい損傷等を防止するために必要な電力の確保  

a )  電 源が喪 失 し た こと に よ り 重 大 事 故等 が 発 生 し た場 合に お

いて、代替電源により、炉心の著しい損傷、原子炉格納容器

の破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原子

炉内燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を確保

するために必要な手順等を整備すること。  
b )  所内直流電源設備から給電されている 24 時間内に、十分な

余裕を持って可搬型代替交流電源設備を繋ぎ込み、給電が開

始できること。  

c )  複数号機設置されている工場等では、号機間の電力融通を行

えるようにしておくこと。また、敷設したケーブル等が利用

できない状況に備え、予備のケーブル等を用意すること。  
d)  所内電気設備（モーターコントロールセンター (MCC)、パワ

ーセンター (P /C)及び金属閉鎖配電盤 (メタクラ ) (MC)等）は、

共通要因で機能を失うことなく、少なくとも一系統は機能の

維持及び人の接近性の確保を図ること。  
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電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合においても炉

心の著しい損傷、原子炉格納容器の破損、使用済燃料ピット内燃料体等

の著しい損傷及び運転停止中において原子炉内燃料体の著しい損傷を

防止するため、代替電源から給電する設備を整備しており、ここでは、

この対処設備を活用した手順等について説明する。  
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1.14.1  対応手段と設備の選定  
(1 )  対応手段と設備の選定の考え方  

外部電源喪失及び所内単独運転に失敗した場合には、非常用

電源設備により非常用高圧母線及び非常用直流母線へ電力を供

給する必要がある。このための設計基準事故対処設備として、デ

ィーゼル発電機及び蓄電池（安全防護系用）を設置している。  
ディーゼル発電機及び蓄電池（安全防護系用）より給電された

電力を各負荷へ分配するための設計基準事故対処設備として所

内電気設備を設置している。  
これらの設計基準事故対処設備が健全であれば重大事故等の

対処に用いるが、設計基準事故対処設備が故障した場合は、その

機能を代替するために、各設計基準事故対処設備が有する機能、

相互関係を明確にした上で、想定する故障に対応できる対応手

段及び重大事故等対処設備を選定する（第 1.14.1図、第 1.14.2図）。

（以下「機能喪失原因対策分析」という。）  
重大事故等対処設備の他に、柔軟な事故対応を行うための対

応手段及び多様性拡張設備 ※ 1を選定する。  
※ 1 多様性拡張設備：技術基準上のすべての要求事項を満たす

ことや すべ てのプ ラント 状況 におい て使用 することは 困

難であるが、プラント状況によっては、事故対応に有効な

設備。  
 

選定した重大事故等対処設備により、技術的能力審査基準（以

下「審査基準」という。）だけでなく、設置許可基準規則第五十

七条及び技術基準規則第七十二条（以下「基準規則」という。）

の要求機能を満足する設備が網羅されていることを確認すると

ともに、多様性拡張のための設備との関係を明確にする。  
 

(2)  対応手順と設備の選定の結果  
機能喪失原因対策分析の結果、設計基準事故対処設備の故障
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として、非常用高圧母線への交流電源による給電及び非常用直

流母線への直流電源による給電に使用する設備並びに所内電気

設備の故障を想定する。  
設計基準事故対処設備に要求される機能の喪失原因と対応手

段の検討及び審査基準、基準規則要求により選定した対応手段

と、その対応に使用する重大事故等対処設備と多様性拡張設備

を以下に示す。  
なお、機能喪失を想定する設計基準事故対処設備、重大事故等

対処設備、多様性拡張設備及び整備する手順についての関係を、

第 1.14.1表～第 1.14.3表に示す。   
 

a.  交流電源喪失時の対応手段及び設備  

(a )  対応手段  
ディ ー ゼ ル発 電 機 の故 障 に より 非 常 用高 圧 母 線へ の 交 流

電源による給電ができない場合は、代替電源（交流）により

非常用高圧母線へ給電する手段がある。  

代替電源（交流）による給電に使用する設備は以下のとお

り。  
・  空冷式非常用発電装置  
・  燃料油貯蔵タンク  

・  可搬式オイルポンプ  
・  タンクローリー  
・ 燃料油移送ポンプ  
・  予備変圧器２次側恒設ケーブル  

・  号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）  
・  電源車  

 

(b)  重大事故等対処設備と多様性拡張設備  

機能 喪 失 原因 対 策 分析 の 結 果に よ り 選定 し た 、代 替 電 源

（交流）による給電に使用する空冷式非常用発電装置、燃料
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油貯蔵タンク、可搬式オイルポンプ、タンクローリー、燃料

油移送ポ ンプ 及び 電源 車は 重大 事故 等対 処設 備と位置 づけ

る。  
これ ら の 機能 喪 失 原因 対 策 分析 の 結 果に よ り 選定 し た 設

備は、審査基準及び基準規則に要求される設備をすべて網羅

している。  
以上の重大事故等対処設備により、ディーゼル発電機が使

用できない場合においても、炉心の著しい損傷等を防止する

ために必要な電力を確保できるため、以下の設備は多様性拡

張設備と位置づける。あわせて、その理由を示す。  
・  予備変圧器２次側恒設ケーブル  

耐震性がないものの、当該電路が使用可能（当該電

路が健全で、かつ、１号炉及び２号炉の予備変圧器受

電遮断器が投入されていない状態）で１号炉又は２

号炉の非常用高圧母線の電圧が確立 ※ 2している場合

にディーゼル発電機の代替手段として有効である。 

・  号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）  
恒設ケーブルを敷設する建屋の耐震性がないもの

の、１号炉又は２号炉の非常用高圧母線の電圧が確

立 ※ 2している場合にディーゼル発電機の代替手段と

して有効である。 

※ 2 「号機間電力融通」については、１号炉又は２号炉

の安全性を損ねるおそれがあるため、「１号炉又は

２ 号 炉 か ら ３ 号 炉 へ の 号 機 間 融 通 は １ 号 炉 又 は ２

号炉の非常用高圧母線の電圧が確立」している場合

に限定している。なお、「号機間電力融通」が使用

できない場合には、後続手段である「電源車」の対

応を取ることとする。  

また、電源車（可搬式代替低圧注水ポンプ用）及び電源車

（緊急時対策所用）は、個別負荷に対する専用電源であり、
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その利用目的を限定していることから、以下の手順にて整備

する。  
・電源車（可搬式代替低圧注水ポンプ用）  

「 1.4  原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電

用 原 子 炉 を 冷 却 す る た め の 手 順 等 」 の う ち 、

1.4 .2 .5(1)「電源車（可搬式代替低圧注水ポンプ用）、

大容量ポンプへの燃料補給」にて整備する。  
・電源車（緊急時対策所用）  

「 1.18 緊急時対策所の居住性等に関する手順等」

のうち、1.18.2 .4(1 )「電源車（緊急時対策所用）によ

る給電手順」にて整備する。 

 
b .  直流電源喪失時の対応手段及び設備  

(a )  対応手段  
ディ ー ゼ ル発 電 機 の故 障 に より 非 常 用直 流 母 線へ の 直 流

電源による給電ができない場合は、直流電源装置により非常

用直流母線へ給電する手段がある。  
直流電源による給電に使用する設備は以下のとおり。  

・蓄電池（安全防護系用）  
・計器用電源（無停電電源装置）  

 

ディーゼル発電機の故障及び蓄電池（安全防護系用）の電

圧低下に より 非常 用直 流母 線へ の直 流電 源に よる給電 がで

きない場合は、代替電源（直流）により非常用直流母線へ給

電する手段がある。  
また、給電に伴い必要な代替電源（交流）による給電に使

用する設備については、1.14.1(2)a .「交流電源喪失時の対応

手段及び設備」のとおり。  

代替電源（直流）による給電に使用する設備は以下のとお

り。  
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・  空冷式非常用発電装置  
・  燃料油貯蔵タンク  
・  可搬式オイルポンプ  
・  タンクローリー  

・ 燃料油移送ポンプ  
・  予備変圧器２次側恒設ケーブル  
・  号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）  
・  電源車  

・  可搬式整流器  
・  計器用電源（無停電電源装置）  
・  蓄電池（３系統目）  

 
(b )  重大事故等対処設備と多様性拡張設備  

機能 喪 失 原因 対 策 分析 の 結 果に よ り 選定 し た 、代 替 電 源

（直流）による給電に使用する計器用電源（無停電電源装置）

及び可搬式整流器は重大事故等対処設備と位置づける。  

基準規則に要求される蓄電池（安全防護系用）及び蓄電池

（３系統目）は重大事故等対処設備と位置づける。  
これ ら の 機能 喪 失 原因 対 策 分析 の 結 果に よ り 選定 し た 設

備は、審査基準及び基準規則に要求される設備をすべて網羅

している。  
これらの重大事故等対処設備により、ディーゼル発電機及

び蓄電池（安全防護系用）が使用できない場合においても炉

心の著し い損 傷等 を防 止す るた めに 必要 な電 力を確保 でき

る。  
 

また、可搬型バッテリ（加圧器逃がし弁用）及び可搬型バ

ッテリ（炉外核計装盤、放射線監視盤）は、個別負荷に対す

る専用電源であり、その利用目的を限定していることから、

以下の手順にて整備する。  
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・  可搬型バッテリ（加圧器逃がし弁用）  
「 1.3  原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するた

めの手順等」のうち、 1.3 .2 .2(3)c .「可搬型バッテリ

（加圧器逃がし弁用）による加圧器逃がし弁の機能

回復」にて整備する。 

・  可搬型バッテリ（炉外核計装盤、放射線監視盤）  
「 1.15  事 故 時 の 計 装 に 関 す る 手 順 等 」 の う ち 、

1.15.2 .2(1)d.「可搬型バッテリ（炉外核計装盤、放射線

監視盤）による電源の供給」にて整備する。 

 
c .  所内電気設備機能喪失時の対応手段及び設備  

(a )  対応手段  

所内電気設備は、共通要因で機能を失うことはないが、何

らかの原因により所内電気設備の 2系統が同時に機能を喪失

した場合は、代替所内電気設備により給電する手段がある。 
このため、少なくとも 1系統は機能の維持及び人の接近性

を確保できる。  
代替 所 内 電気 設 備 によ る 給 電に 使 用 する 設 備 は以 下 の と

おり。  
・  空冷式非常用発電装置  

・  燃料油貯蔵タンク  
・  可搬式オイルポンプ  
・  タンクローリー  
・ 燃料油移送ポンプ  

・  代替所内電気設備分電盤  
・  代替所内電気設備変圧器  
・  可搬式整流器  
・  電源車  

 

(b)  重大事故等対処設備と多様性拡張設備  
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機能喪失原因対策分析の結果により選定した、代替所内電

気設備による給電に使用する空冷式非常用発電装置、燃料油

貯蔵タンク、可搬式オイルポンプ、タンクローリー、燃料油

移送ポンプ、代替所内電気設備分電盤、代替所内電気設備変

圧器及び可搬式整流器は重大事故等対処設備と位置づける。 
これ ら 機 能喪 失 原 因対 策 分 析の 結 果 によ り 選 定し た 設 備

は、審査基準及び基準規則に要求される設備をすべて網羅し

ている。  

以上の重大事故等対処設備により、所内電気設備が使用で

きない場合においても、炉心の著しい損傷等を防止するため

に、必要な電力を確保できる。  
また、以下の設備は多様性拡張設備と位置づける。あわせ

て、その理由を示す。  
・  電源車  

空 冷 式 非 常 用 発 電 装 置 が 使 用 で き な い 場 合 に 、

「 7.1 .2 全交流動力電源喪失」手順においてアニュラ

ス空気循環系を約 60分以内に準備する想定としてい

るのに対し、電源車の着手及び移動並びに起動作業

に約 2.3時間要するものの、放射性物質放出を抑制す

る手段として有効である。 

 

d.  手順等  
上記の a.、 b.及び c.により選定した対応手段に係る手順を整

備する。  

これらの手順は、発電所対策本部長 ※ 3、当直課長、運転員等

※ 4及び緊急安全対策要員 ※ 5の対応として全交流動力電源喪失

の対応手順等に定める（第 1.14.1表～第 1.14.3表）。  
また、事故時の監視に必要な手順を整備する（第 1.14.4表）。  

※ 3 発電所対策本部長：重大事故等発生時における発電所原

子力防災管理者及び代行者をいう。  
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※ 4 運転員等：運転員及び重大事故等対策要員のうち当直課

長の指示に基づき運転対応を実施する要員をいう。  
※ 5 緊急安全対策要員：重大事故等対策要員のうち発電所対

策本部長の指示に 基づき対応する運 転員等以外の要 員

をいう。  

 
1 .14.2  重大事故等時の手順等  
1 .14.2 .1  代替電源（交流）による給電手順等  

(1 )  空冷式非常用発電装置による代替電源（交流）からの給電  
全交流動力電源喪失時に、ディーゼル発電機から独立及び位

置的分散を図った重大事故等対処設備である空冷式非常用発電

装置により、原子炉冷却、格納容器冷却等に係る設計基準事故

対処設備及び重大事故等対処設備の駆動電源等の非常用高圧母

線へ代替電源（交流）から給電する手順を整備する。 

 

a.  手順着手の判断基準  

全交流動力電源喪失時に、外部電源受電操作及びディーゼ

ル発電機の起動操作を実施しても、母線電圧等が確立しない

場合。  
 

b.  操作手順  
空冷式非常用発電装置による代替電源（交流）からの給電を

行う手順の概要は以下のとおり。概略図を第 1.14.3図に、タイ

ムチャートを第 1.14.4図に示す。  

また、空冷式非常用発電装置への燃料（重油）補給の手順は

1.14.2 .4(1)「空冷式非常用発電装置等への燃料（重油）補給」

にて整備する。  
①  当直課長は、手順着手の判断基準に基づき運転員等に、空

冷式 非 常 用 発 電 装 置 の 起 動 及 び ス イ ッ チ ギ ヤ 室 で の 現 場

操作を指示する。また、運転員等に空冷式非常用発電装置

12



の運転状態の確認を指示する。  
②  運転員等は、中央制御室で空冷式非常用発電装置を起動す

る。  
③  運転員等は、現場で運転中の空冷式非常用発電装置の運転

状態を確認する。  
④  運転員等は、受電後の負荷の自動起動を防止するため、中

央制御室で操作器を「切」又は「引断」とする。  
⑤  運転員等は、空冷式非常用発電装置の容量制限があるため、

現場 の ス イ ッ チ ギ ヤ 室 に お い て 不 要 な パ ワ ー セ ン タ 及 び

コントロールセンタ負荷の切り離しを行う。  
⑥  運転員等は、中央制御室で空冷式非常用発電装置受電遮断

器を投入し、メタクラの受電を確認する。  

⑦  運転員等は、中央制御室及び現場でパワーセンタ及びコン

トロールセンタを受電し、非常用高圧母線の電圧計により

電源が確保されたことを確認する。  
⑧  運転員等は、中央制御室及び現場で受電に伴い順次起動す

る補機の確認を行うとともに、重大事故等対処設備を必要

な時期に起動する。  
⑨  発電所対策本部長は、緊急安全対策要員に空冷式非常用発

電装置の燃料（重油）補給を指示する。  

⑩  当直課長は、運転員等に充電器の受電操作を指示する。  
⑪  緊急安全対策要員は、現場でバッテリ室換気ファン用ダン

パ及 び バ ッ テ リ 室 給 気 フ ァ ン 用 ダ ン パ の 開 操 作 を 実 施 す

る。  

⑫  運転員等は、中央制御室でバッテリ室換気ファンを起動し、

バッテリ室の換気を行う。  
⑬  運転員等は、現場で充電器を起動し直流電源の給電を行う。 

 

c.  操作の成立性  
上記のうち、空冷式非常用発電装置による受電操作につい
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て、中央制御室対応は運転員等 2名、現場対応は運転員等 2名に

より作業を実施し、所要時間は約 19分と想定する。  
また、充電器の受電操作については、中央制御室対応は運転

員等 1名、現場対応は運転員等 1名、緊急安全対策要員 2名によ

り作業を実施し、所要時間は約 65分と想定する。  
円滑に作業できるように、移動経路を確保し、携帯照明や通

信設備等を整備するとともに、暗闇でも視認性が上がるよう

に操作対象盤に識別表示を行う。室温は通常運転状態と同程

度である。  
空冷式非常用発電装置は、常設代替電源設備として設置し

ているため、中央制御室から早期に非常用高圧母線への電源

回復操作を実施する。  

空冷式非常用発電装置の必要最大負荷は、想定される事故

シーケンスのうち最大負荷となる、「外部電源喪失時に非常用

所内交流電源が喪失し、原子炉補機冷却機能喪失及びＲＣＰ

シールＬＯＣＡが発生する事故」の場合である。空冷式非常用

発電装置は必要最大負荷以上の電力を確保することで、原子

炉を安定状態に収束するための電力を供給する。さらに、空冷

式非常用発電装置の電源裕度及びプラント設備状況（被災状

況、定期検査中等）に応じたその他使用可能な設備に給電する。 

また、審査基準ごとに要求される重大事故等対処設備等の

負荷へ給電する。  
 

(2)  予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号機間融通による

代替電源（交流）からの給電  
空冷式非常用発電装置による代替電源（交流）からの給電が実

施できない場合に、予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した

号機間融通による非常用高圧母線への代替電源（交流）から給電

する手順を整備する。  
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a.  手順着手の判断基準  
空冷式非常用発電装置の故障等により代替電源（交流）から

の給電が母線電圧等にて確認できない場合において、１号炉

及び２号炉の予備変圧器受電遮断器が投入されていないこと

並びに１号炉又は２号炉の非常用高圧母線の電圧が確立して

いることを母線電圧等にて確認できた場合。  
 

b.  操作手順  

予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号機間融通によ

る代替電源（交流）からの給電を行う手順の概要は以下のとお

り。概略図を第 1.14.5図に、タイムチャートを第 1.14.6図に示

す。  

①  当直課長は、手順着手の判断基準に基づき運転員等に、予

備変 圧 器 ２ 次 側 恒 設 ケ ー ブ ル を 使 用 し た 号 機 間 融 通 を 指

示する。  
②  運転員等は、中央制御室及び現場で号機間融通を受ける側

の所内電源系の受電準備、送る側の送電準備を実施する。 
③  緊急安全対策要員は、現場で号機間融通に必要なインター

ロック解除（ジャンパ、リフト）処置を行う。  
④  運転員等は、中央制御室で供給元の母線負荷について切離

しを行う。  
⑤  運転員等は、中央制御室及び現場で号機間融通を受ける側

の母線負荷について切離しを行う。  
⑥  運転員等は、中央制御室で予備変圧器１次側の遮断器を開

放する。  
⑦  運転員等は、中央制御室で供給元母線の予備変圧器受電遮

断器を投入する。  
⑧  運転員等は、現場で号機間融通を受ける側の母線の予備変

圧器受電遮断器を投入し、非常用高圧母線の電圧計により

電源が確保されたことを確認する。  
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⑨  緊急安全対策要員は、現場で号機間融通開始に当たり実施

したインターロック解除（ジャンパ、リフト）処置を一部

復旧する。  
⑩  運転員等は、中央制御室及び現場で受電に伴い順次起動す

る補機の確認を行うとともに、重大事故等対処設備を必要

な時期に起動する。  
⑪  当直課長は、運転員等に充電器の受電操作を指示する。  
⑫  緊急安全対策要員は、現場でバッテリ室換気ファン用ダン

パ及 び バ ッ テ リ 室 給 気 フ ァ ン 用 ダ ン パ の 開 操 作 を 実 施 す

る。  
⑬  運転員等は、中央制御室でバッテリ室換気ファンを起動し、

バッテリ室の換気を行う。  

⑭  運転員等は、現場で充電器を起動し直流電源の給電を行う。 

 
c .  操作の成立性  

上記のうち、予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号

機間融通による受電操作について、中央制御室対応は運転員

等 2名、現場対応は運転員等 1名、緊急安全対策要員 2名により

作業を実施し、所要時間は約 70分と想定する。  
また、充電器の受電操作については、中央制御室対応は運転

員等 1名、現場対応は運転員等 1名、緊急安全対策要員 2名によ

り作業を実施し、所要時間は約 65分と想定する。  
円滑に作業できるように、移動経路を確保し、携帯照明や通

信設備等を整備するとともに、暗闇でも視認性が上がるよう

に操作対象盤に識別表示を行う。室温は通常運転状態と同程

度である。  
予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号機間融通につ

いては、ケーブルの送電容量を考慮した負荷の範囲内で給電

する。  
予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号機間融通の必
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要最大負荷は、想定される事故シーケンスのうち最大負荷と

なる、「外部電源喪失時に非常用所内交流電源が喪失し、原子

炉補機冷却機能喪失及びＲＣＰシールＬＯＣＡが発生する事

故」の場合である。予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した

号機間融通は必要最大負荷以上の電力を確保することで、原

子炉を安定状態に収束する電力を供給する。さらに、１号炉又

は２号炉の電源裕度及びプラント設備状況（被災状況、定期検

査中等）に応じたその他使用可能な設備に給電する。  

また、審査基準ごとに要求される重大事故等対処設備等の

負荷へ給電する。  

 
(3 )  号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）を使用した号

機間融通による代替電源（交流）からの給電  
予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号機間融通による

代替電源（交流）からの給電が実施できない場合に、号機間電力

融通恒設ケーブル（１，２号～３号）を使用した号機間融通によ

る非常用高圧母線への代替電源（交流）から給電する手順を整備

する。  

 
a .  手順着手の判断基準  

予備変圧器の故障等により予備変圧器２次側恒設ケーブル

を使用した号機間融通による代替電源（交流）からの給電が母

線電圧等にて確認できない場合において、１号炉又は２号炉

の非常用高圧母線の電圧が確立していることを母線電圧等に

て確認できた場合。  

 
b .  操作手順  

号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）を使用した

号機間融通による代替電源（交流）からの給電を行う手順の概

要は以下のとおり。概略図を第 1.14.7図に、タイムチャートを
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第 1.14.8図に、機器配置を第 1.14.9図及び第 1.14.10図に示す。 
①   発電所対策本部長は、手順着手の判断基準に基づき緊急安

全対策要員に、号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～

３号）による号機間融通での給電を指示する。なお、送る

側は、２号炉ができなければ１号炉とする。  
②  運転員等は、中央制御室及び現場で号機間融通を受ける側

の所内電源系の受電準備、送る側の送電準備を実施する。 
③  緊急安全対策要員は、現場で給電先動力変圧器盤の変圧器

端子 に 号 機 間 融 通 用 高 圧 ケ ー ブ ル 接 続 盤 か ら の 恒 設 ケ ー

ブルを敷設し、接続する。  
④  緊急安全対策要員は、供給元が２号炉の場合は現場で２号

炉の号機間融通用遮断器を投入、供給元が１号炉の場合は

現場 で １ 号 炉 の 中 継 用 メ タ ク ラ 盤 の 遮 断 器 お よ び 空 冷 式

非常用発電装置受電遮断器を投入する。  
⑤  運転員等は、現場で給電先の恒設ケーブルを接続した動力

変圧器受電遮断器を投入する。  

⑥  緊急安全対策要員は、現場で給電先の遮断器が投入され、

給電先メタクラ盤へ電力融通が開始されたことを、発電所

対策本部長へ報告する。  
⑦  運転員等は、中央制御室及び現場で非常用高圧母線の電圧

計により電源が確保されたことを確認後、パワーセンタ、

コントロールセンタの復旧を行い、直流電源、計器用電源

等の必要負荷を起動する。  
⑧  当直課長は、運転員等に充電器の受電操作を指示する。  

⑨  緊急安全対策要員は、現場でバッテリ室換気ファン用ダン

パ及 び バ ッ テ リ 室 給 気 フ ァ ン 用 ダ ン パ の 開 操 作 を 実 施 す

る。  
⑩  運転員等は、中央制御室でバッテリ室換気ファンを起動し、

バッテリ室の換気を行う。  
⑪  運転員等は、現場で充電器を起動し直流電源の給電を行う。 
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c.  操作の成立性  
上記のうち、号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）

を使用した号機間融通による受電操作について、中央制御室

対応は運転員等 2名、現場対応は運転員等 1名、緊急安全対策要

員 2名にて実施し、所要時間は約 2.1時間と想定する。  
また、充電器の受電操作については、中央制御室対応は運転

員等 1名、現場対応は運転員等 1名、緊急安全対策要員 2名によ

り作業を実施し、所要時間は約 65分と想定する。  
円滑に作業できるように、号機間融通用高圧ケーブル接続

盤等の常設設備と接続する箇所は端子接続とし、移動経路の

確保及び携帯照明や通信設備等を整備するとともに、暗闇で

も視認性が上がるように操作対象盤に識別表示を行う。ケー

ブル接続、遮断器操作については、速やかに作業ができるよう

作業場所近傍に使用工具を配備する。室温は通常運転状態と

同程度である。  

号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）を使用した

号機間融通については、ケーブルの送電容量を考慮した負荷

の範囲内で給電する。  
号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）は、通常運

転中は、遮断器及びケーブルにより１号炉及び２号炉との縁

を切っており、重大事故等時のみ接続する。  
号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）を使用した

号機間融通の必要最大負荷は、想定される事故シーケンスの

うち最大負荷となる、「外部電源喪失時に非常用所内交流電源

が喪失し、原子炉補機冷却機能喪失及びＲＣＰシールＬＯＣ

Ａが発生する事故」の場合である。号機間電力融通恒設ケーブ

ル（１，２号～３号）を使用した号機間融通では必要最大負荷

以上の電力を確保することで、原子炉を安定状態に収束する

電力を供給する。さらに、１号炉又は２号炉の電源裕度及びプ
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ラント設備状況（被災状況、定期検査中等）に応じたその他使

用可能な設備に給電する。  
また、審査基準ごとに要求される重大事故等対処設備等の

負荷へ給電する。  

 
(4 )  電源車による代替電源（交流）からの給電  

号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）を使用した号

機間融通による代替電源（交流）からの給電が実施できない場合

に、電源車により非常用高圧母線への代替電源（交流）から給電

する手順を整備する。  
なお、電源車の接続場所は位置的に分散した 2ヶ所を整備する。 

 

a.  手順着手の判断基準  
号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）を使用した

号機間融通による代替電源（交流）からの給電が母線電圧等に

て確認できない場合。  
 

b.  操作手順  
電源車による代替電源（交流）からの給電を行う手順の概要

は以下のとおり。概略図を第 1.14.11図に、タイムチャートを

第 1.14.12図に、ケーブル敷設ルートを第 1.14.13図に示す。  
また、電源車への燃料（重油）補給の手順は 1.14.2 .4(1)「空

冷式非常用発電装置等への燃料（重油）補給」にて整備する。  
①  発電所対策本部長は、手順着手の判断基準に基づき緊急安

全対策要員に、給電先の健全性確認及び電源車の寄付き場

所か ら の ケ ー ブ ル ル ー ト の 確 認 並 び に 電 源 車 か ら の 給 電

を指示する。  
②  緊急安全対策要員は、現場でケーブル敷設ルートの確認、

電源車の移動、起動前点検を実施する。  
③  運転員等は、中央制御室及び現場でメタクラ、パワーセン
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タ、コントロールセンタに接続されるすべての負荷の切離

しを実施する。  
④  緊急安全対策要員は、現場でケーブルコネクタの接続及び

電源車を起動し、出力ＮＦＢを投入する。  

⑤  緊急安全対策要員は、現場で発電所対策本部長に電源車に

よる給電を開始したことを報告する。  
⑥  運転員等は、現場のスイッチギヤ室にて空冷式非常用発電

装置受電遮断器を投入し、メタクラの受電を確認する。  

⑦  運転員等は、現場でパワーセンタ及びコントロールセンタ

を受電し、非常用高圧母線の電圧計により電源が確保され

たことを確認する。  
⑧  運転員等は、中央制御室及び現場で受電に伴い順次起動す

る補機の確認を行うとともに、重大事故等対処設備を必要

な時期に起動する。  
⑨  発電 所 対 策 本 部 長 は 、 緊 急 安 全 対 策 要 員 に 電 源車 の 燃 料

（重油）補給を指示する。  

⑩  当直課長は、運転員等に充電器の受電操作を指示する。  
⑪  緊急安全対策要員は、現場でバッテリ室換気ファン用ダン

パ及 び バ ッ テ リ 室 給 気 フ ァ ン 用 ダ ン パ の 開 操 作 を 実 施 す

る。  

⑫  運転員等は、中央制御室でバッテリ室換気ファンを起動し、

バッテリ室の換気を行う。  
⑬  運転員等は、現場で充電器を起動し直流電源の給電を行う。 

 

c.  操作の成立性  
上記のうち、電源車における受電操作について、中央制御室

対応は運転員等 2名、現場対応は運転員等 1名、緊急安全対策要

員 2名により作業を実施し、所要時間は約 2.8時間と想定する。 

また、充電器の受電操作については、中央制御室対応は運転

員等 1名、現場対応は運転員等 1名、緊急安全対策要員 2名によ
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り作業を実施し、所要時間は約 65分と想定する。  
円滑に作業できるように、可搬式代替電源用接続盤等の常

設設備と接続する箇所はコネクタ接続のため、手動にて実施

し、移動経路の確保及び携帯照明や通信設備等を整備すると

ともに、暗闇でも視認性が上がるように操作対象盤に識別表

示を行う。室温は通常運転状態と同程度である。  
電源車は、プラント監視機能等を維持するために必要な最

低限度の電力を供給する。また、プラントの被災状況に応じて

使用可能な設備の電力を供給する。  

 
(5 )  優先順位  

全交流動力電源喪失時に炉心の著しい損傷、原子炉格納容器

の破損、使用済燃料ピット内燃料体等の著しい損傷及び運転停

止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力

を確保するための代替電源（交流）による給電手順の優先順位は、

空冷式非常用発電装置、予備変圧器２次側恒設ケーブル、号機間

電力融通恒設ケーブル、電源車の順で使用する。  
空冷式非常用発電装置は全交流動力電源喪失時に、１号炉及

び２号炉や外部電源の状況に依存せず、中央制御室及び現場で

の電源回復操作を並行し、短時間での電力供給ができるため、第

1優先で使用する。  
予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号機間融通による

代替電源（交流）からの給電は、緊急安全対策要員によるインタ

ーロック解除（ジャンパ、リフト）処置後、中央制御室及び現場

で遮断器を投入することで、容易に給電することができるが、給

電までに要する準備時間が比較的長いことから、第 2優先で使用

する。  
号機間電力融通恒設ケーブルを使用した号機間融通による代

替電源（交流）からの給電は、上記の第 2優先手順と同様に給電

までに要する準備時間が比較的長いことから、第 3優先で使用す
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る。  
電源車は、必要とされる監視設備や中央制御室換気設備等を

維持するための最低限必要な負荷へ給電できる電源であること

及び給電までに要する準備時間が比較的長いことから、第 4優先

で使用する。  
上記の第 1優先から第 4優先までの手順を連続して行った場合、

約 10時間で実施でき、所内直流電源設備から給電されている 24
時間以内に、十分な余裕を持って給電を開始する。  

以上の対応手順のフローチャートを第 1.14.14図に示す。  

 
1 .14.2 .2  代替電源（直流）の給電手順等  

(1 )  蓄電池（安全防護系用）による代替電源（直流）からの給電  

全交流動力電源喪失時は、蓄電池（安全防護系用）により、非

常用直流母線へ代替電源（直流）が自動で給電される。このため、

蓄電池（安全防護系用）による直流電源を給電するための手順を

整備する。  

また、非常用高圧母線の電圧が確認できた場合、計器用電源

（無停電電源装置）の負荷である運転コンソール復旧のための

手順を整備する。  

 
a .  手順着手の判断基準  

全交流動力電源喪失発生後、交流電源から非常用直流母線

への給電が母線電圧等にて確認できない場合。  
また、非常用高圧母線の電圧が確認できた場合。  

 
b .  操作手順  

蓄電池（安全防護系用）による代替電源（直流）からの給電

は、自動動作となるため、自動動作の状況を中央制御室で警報

表示等により、電源が確保されていることを確認する。  
早期の交流電源の復旧見込みがない場合、安全防護系直流
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不要負荷を切離し、蓄電池（安全防護系用）による直流電源の

給電を行う。手順の概要は以下のとおり。また、概略図を第

1.14.15(1)図に、タイムチャートを第 1.14.15(2)図に示す。  
非常用高圧母線の電圧が確認できた場合の運転コンソール

復旧については、概略図を第 1.14.27図に、タイムチャートを

第 1.14.28図に示す。  

 
（不要直流負荷切離し）  

①  運転員等は、直流き電盤への電源が確保されていることを、

中央制御室で警報表示等により確認する。  
②  当直課長は、手順着手の判断基準に基づき運転員等に、不

要直流負荷の切離しを指示する。  

③  運転員等は、全交流動力電源喪失発生後 1 時間までに中央

制御室で不要直流負荷の切離しを行う。  
（運転コンソール復旧）  

④  計器用電源（無停電電源装置）を復旧した場合には、運転

コンソールを手動にて復旧するため、発電所対策本部長

は、手順着手の判断基準に基づき緊急安全対策要員に、現

場で復旧を指示する。  
⑤  緊急安全対策要員は、現場で安全防護系シーケンス盤等

を起動する。  
⑥  運転員等は、中央制御室で運転コンソールのパネルによ

り復旧されていることを確認する。   

 
c .  操作の成立性  

上記のうち、不要直流負荷切離しの対応は、全交流動力電源

喪失後、1時間までに中央制御室からの不要直流負荷の切り離

しを運転員等 1名により実施し、所要時間は約 10分と想定する。

不要直流負荷切離しにより蓄電池（安全防護系用）にて 24時間

にわたり直流電源の給電を確保する。  
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また、運転コンソール復旧の現場対応は緊急安全対策要員 2
名により作業を実施し、所要時間は約 40分と想定する。  

円滑に作業できるように、移動経路を確保し、携帯照明や通

信設備等を整備するとともに、暗闇でも視認性が上がるよう

に操作対象盤に識別表示を行う。室温は通常運転状態と同程

度である。  

 
(2 )  蓄電池（３系統目）による代替電源（直流）からの給電  

   全交流動力電源喪失時に、蓄電池（安全防護系用）により、

直流母線電圧を維持できない場合は、蓄電池（３系統目）によ

る代替電源（直流）から給電する手順を整備する。あわせて、

プラントの状態監視等に必要な直流負荷（以下「必要直流負荷」

という。）の切替え手順を整備する。  

 
  a．手順着手の判断基準  
   全交流動力電源喪失時に可搬式整流器の準備が完了するま

でに、直流母線電圧が蓄電池（安全防護系用）の故障等により

許容最低電圧値（ 108V）以上を維持できない場合。  

 
    b．操作手順  

     蓄電池（３系統目）による代替電源（直流）からの給電及

び必要直流負荷への切替え手順の概要は以下のとおり。概要

図を第  1 .14.16(1)図に、タイムチャートを第  1 .14.16(2)図に、

配置図を第  1 .14.16(3)図に示す。  

 
  （必要直流負荷への切替え）  

①  当直課長は、手順着手の判断基準に基づき、運転員等に蓄

電池（３系統目）を使用した給電及び必要直流負荷への切

替えを指示する。  
②  運転員等は、中央制御室及び現場にて蓄電池（３系統目）
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による必要直流負荷への切替えを実施する。  
③  運転員等は、中央制御室で直流母線電圧により、電源が確

保されていることを確認する。  
④  不要直流負荷の切り離し操作は 1.14.2 .2(1)「蓄電池（安全

防護系用）による代替電源（直流）からの給電」にて整備

する。  
（運転コンソール復旧）  

⑤  計器用電源（無停電電源装置）を復旧した場合には、運転

コンソールを手動にて復旧するため、発電所対策本部長は、

手順着手の判断基準に基づき緊急安全対策要員に、現場で

復旧を指示する。  
⑥  緊急安全対策要員は、現場で安全防護系シーケンス盤等を

起動する。  
⑦  運転員等は、中央制御室で運転コンソールのパネルにより

復旧されていることを確認する。  

 
c．操作の成立性  
 上記のうち、必要直流負荷への切替えの中央制御室対応は運

転員等 1名、現場対応は運転員等 1名にて実施し、給電及び必要

直流負荷への切替えの所要時間は、約 21分と想定する。  

 必要直流負荷への切替え対応は、現場で蓄電池（３系統目）

の投入操作後、直ちに必要直流負荷への切替えを行い 24時間に

わたり電力の供給を実施する。  
 これにより、蓄電池（３系統目）から必要な負荷へ 24時間以

上にわたり直流電源給電を確保する。  
 また、運転コンソール復旧の現場対応は緊急安全対策要員 2
名により作業を実施し、所要時間は約 40分と想定する。  
 円滑に作業できるように、移動経路を確保し、携帯照明や通

信設備等を整備するとともに、暗闇でも視認性が上がるように

操作対象盤に識別表示を行う。室温は通常運転状態と同程度で
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ある。  

 
(3 )  可搬式整流器による代替電源（直流）からの給電  

全交流動力電源喪失時に蓄電池（安全防護系用）及び蓄電池

（３系統目）の電圧が低下する（ 24時間以降）前までに、可搬式

整流器による代替電源（直流）から非常用直流母線へ給電する手

順を整備する。  
また、非常用高圧母線の電圧が確認できた場合、計器用電源

（無停電電源装置）の負荷である運転コンソール復旧のための

手順を整備する。  
なお、給電に必要な代替電源（交流）による給電手順は 1.14.2 .1

「代替電源（交流）による給電手順等」に定める。代替電源（交

流 ） か ら の 給 電 が 母 線 電 圧 等 に て 確 認 で き な い 場 合 に は 、

1.14.2 .3「代替所内電気設備による給電手順等」にて対応する。 

 
a .  手順着手の判断基準  

全交流動力電源喪失時に、代替電源（交流）設備による、代

替電源（交流）からの給電が母線電圧等にて確認でき、非常用

直流母線への給電が確認できない場合。  
 また、非常用高圧母線の電圧が確認できた場合。  

 
b .  操作手順  

可搬式整流器による代替電源（直流）からの給電を行う手順

の概要は以下のとおり。概略図を第 1.14.17図に、タイムチャ

ートを第 1.14.18図に、ケーブル敷設ルートを第 1.14.19図及び

第 1.14.20図に示す。  
非常用高圧母線の電圧が確認できた場合の運転コンソール

復旧については、概略図を第 1.14.27図に、タイムチャートを

第 1.14.28図に示す。  
また、給電に伴い必要な代替電源（交流）による給電を行う
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手順については、1.14.2 .1「代替電源（交流）による給電手順

等」のとおり。  

 
（可搬式整流器接続）  

①  発電所対策本部長は、手順着手の判断基準に基づき緊急安

全対策要員に、給電先の健全性確認及び可搬式整流器によ

る給電を指示する。  
②  緊急安全対策要員は、現場でケーブル敷設ルートの確認、

可搬式整流器の移動、起動前点検を実施する。  
③  運転員等は、現場で受電準備操作を実施する。  
④  緊急安全対策要員は、現場でケーブルの接続を実施する。 
⑤  運転員等は、現場で電源操作を実施する。  

⑥  緊急安全対策要員は、現場で可搬式整流器を起動、出力調

整し、出力スイッチを投入する。  
⑦  緊急安全対策要員は、発電所対策本部長に可搬式整流器に

よる給電を開始したことを報告する。  

⑧  運転員等は、直流き電盤への電源が確保されていることを、

中央制御室で警報表示等により確認する。  
⑨  運転員等は、現場で給電開始操作を実施する。   

（運転コンソール復旧）  

⑩  計器用電源（無停電電源装置）を復旧した場合には、運転

コンソールを手動にて復旧するため、発電所対策本部長

は、手順着手の判断基準に基づき緊急安全対策要員に、現

場で復旧を指示する。  

⑪  緊急安全対策要員は、現場で安全防護系シーケンス盤等

を起動する。  
⑫  運転員等は、中央制御室で運転コンソールのパネルによ

り復旧されていることを確認する。  

 
c .  操作の成立性  
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上記のうち、可搬式整流器接続の現場対応は運転員等 1名、

緊急安全対策要員 2名により作業を実施し、所要時間は約 2.2時
間と想定する。  

また、運転コンソール復旧の現場対応は、緊急安全対策要員

2名により作業を実施し、所要時間は約 40分と想定する。  
円滑に作業できるように、移動経路を確保し、携帯照明や通

信設備等を整備するとともに、暗闇でも視認性が上がるよう

に操作対象盤に識別表示を行う。ケーブル接続については、速

やかに作業ができるよう作業場所近傍に使用工具を配備する。

室温は通常運転状態と同程度である。  

 
(4 )  優先順位  

全交流動力電源喪失時は、蓄電池（安全防護系用）により、非

常用直流母線へ代替電源（直流）が自動で給電される。また、直

流電源系は不要な直流負荷の切離しを行うことで 24時間にわた

って給電を確保するため、蓄電池（安全防護系用）による代替電

源（直流）からの給電を第 1優先で使用する。  
全交流動力電源喪失時に可搬式整流器による代替電源（直流）

からの給電準備が完了するまでに蓄電池（安全防護系用）の電圧

が許容最低電圧以下に低下した場合、手動操作により蓄電池（３

系統目）を使用することにより 24時間以上にわたって直流電源

を確保可能であることから第 2優先で使用する。  
全交流動力電源喪失時に、蓄電池（安全防護系用）及び蓄電池

（３系統目）による代替電源（直流）からの給電は、24時間以降

に電圧が許容最低電圧以下に低下するため、それまでに可搬式

整流器による電源を準備し、可搬式整流器から代替電源（直流）

を給電することにより長期にわたる直流電源を確保可能である

ことから、第 3優先で使用する。  

以上の対応手順のフローチャートを第 1.14.21図に示す。  
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1 .14.2 .3  代替所内電気設備による給電手順等  

(1 )  代替所内電気設備による交流及び直流の給電（空冷式非常用

発電装置）  

所内電気設備の 2系統が同時に機能喪失した場合は、共通要因

で機能を失うことがないように、少なくとも 1系統は機能の維持

及び人の接近性を確保し、常設重大事故等対処設備である空冷

式非常用発電装置、代替所内電気設備変圧器及び代替所内電気

設備分電盤と、可搬型重大事故等対処設備である可搬式整流器

により、原子炉を安定状態に収束させるために必要な機器（恒設

代替低圧注水ポンプ、原子炉下部キャビティ注水ポンプ、アキュ

ムレータ出口電動弁、計器用電源（無停電電源装置）、アニュラ

ス循環ファン、可搬式整流器及び可搬式空気圧縮機（加圧器逃が

し弁作動用）、燃料油移送ポンプ）へ代替電源から給電する手順

を整備する。  
 

a.  手順着手の判断基準  
所内電気設備の 2系統が同時に機能喪失したことを、非常用

高圧母線の電圧及び非常用直流母線の電圧等により確認した

場合。  
 

b.  操作手順  
代替所内電気設備による給電を行う手順の概要は以下のと

おり。概略図を第 1 .14.22図に、タイムチャートを第 1.14.23図

に、フローチャートを第 1.14.14図に示す。  
また、空冷式非常用発電装置への燃料（重油）補給の手順は

1.14.2 .4(1)「空冷式非常用発電装置等への燃料（重油）補給」

にて整備する。  

①  発電所対策本部長は、手順着手の判断基準に基づき緊急安

全対策要員に、代替所内電気設備による給電を指示する。 
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②  緊急安全対策要員は、現場で代替所内電気設備の健全性を

確認する。  
③  緊急安全対策要員は、現場で代替所内電気設備の受電に必

要な系統構成を実施する。  

④  運転員等は、中央制御室で空冷式非常用発電装置を起動す

る。  
⑤  緊急安全対策要員は、現場で代替所内電気設備変圧器、代

替所内電気設備分電盤の給電が完了したことを確認する。 

⑥  緊急安全対策要員は、現場で給電対象負荷の本設受電ＮＦ

Ｂを「切」、代替所内電気設備用受電ＮＦＢを「入」とし、

代替所内電気設備分電盤から交流電源の給電を開始する。 
⑦  緊急安全対策要員は、現場で可搬式整流器の移動、ケーブ

ルの接続及び起動前点検を実施する。  
⑧  緊急安全対策要員は、現場で可搬式整流器を起動、出力調

整し、出力スイッチを投入する。  
⑨  運転員等は、現場で直流電源の給電を開始する。  

⑩  運転員等は、直流き電盤への電源が確保されていることを、

中央制御室で警報表示等により確認する。  
⑪  発電所対策本部長は、緊急安全対策要員に空冷式非常用発

電装置の燃料（重油）補給を指示する。  
 

c.  操作の成立性  
上記の中央制御室対応は、運転員等 1名、現場対応は、運転

員等 1名及び緊急安全対策要員 2名にて実施し、所要時間は約

3.8時間と想定する。  
円滑に作業できるように、代替所内電気設備分電盤及び給

電対象負荷の切替箇所はＮＦＢ操作による手動で実施し、可

搬式整流器のケーブル接続は速やかに作業ができるよう作業

場所近傍に使用工具を配備する。また、移動経路を確保し、携

帯照明や通信設備等を整備するとともに、暗闇でも視認性が
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上がるように操作対象盤に識別表示を行う。室温は通常運転

状態と同程度である。  

 
(2 )  代替所内電気設備による交流及び直流の給電（電源車）  

所内電気設備の 2系統が同時に機能喪失した場合は、共通要因

で機能を失うことがないように、少なくとも 1系統は機能の維持

及び人の接近性を確保し、常設重大事故等対処設備である代替

所内電気設備変圧器及び代替所内電気設備分電盤と、多様性拡

張設備である電源車及び可搬型重大事故等対処設備である可搬

式整流器により、原子炉を安定状態に収束させるために必要な

機器（恒設代替低圧注水ポンプ、原子炉下部キャビティ注水ポン

プ、アキュムレータ出口電動弁、計器用電源（無停電電源装置）、

アニュラス循環ファン、可搬式整流器及び可搬式空気圧縮機（加

圧器逃がし弁作動用）、燃料油移送ポンプ）へ代替電源から給電

する手順を整備する。  
 

a.  手順着手の判断基準  
所内電気設備の 2系統が同時に機能喪失したことを、非常用

高圧母線の電圧及び非常用直流母線の電圧等により確認した

場合。  
 

b.  操作手順  
代替所内電気設備による給電を行う手順の概要は以下のと

おり。概略図を第 1 .14.22図に、タイムチャートを第 1.14.23図

に、フローチャートを第 1.14.21図に示す。  
また、電源車への燃料（重油）補給の手順は 1.14.2 .4(1)「空

冷式非常用発電装置等への燃料（重油）補給」にて整備する。  
①  発電所対策本部長は、手順着手の判断基準に基づき緊急安

全対策要員に、代替所内電気設備による給電を指示する。 
②  緊急安全対策要員は、現場で代替所内電気設備の健全性を
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確認する。  
③  緊急安全対策要員は、現場で代替所内電気設備の受電に必

要な系統構成を実施する。  
④  緊急安全対策要員は、現場で電源車の配置及びケーブルの

敷設を実施する。  
⑤  緊急安全対策要員は、現場でケーブルを空冷式非常用発電

装置中継・接続盤に接続後、電源車を起動し、運転状態の

確認を実施する。  

⑥  緊急安全対策要員は、現場で代替所内電気設備変圧器、代

替所内電気設備分電盤の給電が完了したことを確認する。 
⑦  緊急安全対策要員は、現場で給電対象負荷の本設受電ＮＦ

Ｂを「切」、代替所内電気設備用受電ＮＦＢを「入」とし、

代替所内電気設備分電盤から交流電源の給電を開始する。 
⑧  緊急安全対策要員は、現場で可搬式整流器の移動、ケーブ

ルの接続及び起動前点検を実施する。  
⑨  緊急安全対策要員は、現場で可搬式整流器を起動、出力調

整し、出力スイッチを投入する。  
⑩  運転員等は、現場で直流電源の給電を開始する。  
⑪  運転員等は、直流き電盤への電源が確保されていることを、

中央制御室で警報表示等により確認する。  

⑫  発電 所 対 策 本 部 長 は 、 緊 急 安 全 対 策 要 員 に 電 源車 の 燃 料

（重油）補給を指示する。  
 

c.  操作の成立性  

上記の現場対応は、運転員等 1名、緊急安全対策要員 4名にて

実施し、所要時間は約 5.6時間と想定する。所内電気設備の２

系統が同時に機能を喪失した場合に、代替電源からの給電手

段として、以上の手段を用いて、原子炉を安定状態に収束する

ために必要な電力を確保する。  
円滑に作業できるように、代替所内電気設備分電盤及び給

33



電対象負荷の切替箇所はＮＦＢ操作による手動で実施し、可

搬式整流器のケーブル接続は速やかに作業ができるよう作業

場所近傍に使用工具を配備する。また、移動経路を確保し、携

帯照明や通信設備等を整備するとともに、暗闇でも視認性が

上がるように操作対象盤に識別表示を行う。室温は通常運転

状態と同程度である。  
 

(3)  優先順位  

空冷式非常用発電装置は、中央制御室での起動操作が可能で

短時間で電力供給ができるため第 1優先で使用し、空冷式非常用

発電装置が使用できない場合に電源車を使用する。  

 
1 .14.2 .4  燃料の補給手順等  

全交流動力電源喪失時に、重大事故等対処設備である空冷式非

常用発電装置又は電源車を運転した場合、これらの設備への燃料

補給が必要となる（燃料はすべて重油）。  

重大事故対処設備である燃料油貯蔵タンクから可搬式オイル

ポンプ又はタンクローリー（燃料油移送ポンプ使用時含む。）へ

給油し、各設備へ補給する手順を整備する。  
 

(1)  空冷式非常用発電装置等への燃料（重油）補給  
燃料油貯蔵タンクから可搬式オイルポンプ又はタンクローリ

ー（燃料油移送ポンプ使用時含む。）により空冷式非常用発電装

置等に補給する。  

 
a .  手順着手の判断基準  

空冷式非常用発電装置又は電源車を運転した場合において、

各発電機の燃料が規定油量以上あることを確認した上で運転

開始後、燃料補給作業着手時間 ※ 6に達した場合。  
※ 6 各発電機の燃 料補給作業着手時 間及び給油間隔は 以下
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のとおり。  
・ 空冷式非常用発電装置：運転開始約 2.5 時間後（その後

約 4 時間ごとに補給） 

・ 電源車：運転開始後約 2.5 時間後（その後約 2 時間ごと

に補給） 

 

b.  操作手順  
空冷式非常用発電装置等への燃料（重油）補給の手順の概要

は以下のとおり。また、概略図を第 1.14.24図に、タイムチャ

ートを第 1.14.25図に、アクセスルートを第 1.14.26図に示す。 
 

【可搬式オイルポンプによる空冷式非常用発電装置への燃料

補給】  
①  発電所対策本部長は、手順着手の判断基準に基づき緊急安

全対策要員に、燃料油貯蔵タンクから可搬式オイルポンプ

による空冷式非常用発電装置への燃料補給を指示する。  

②  緊急安全対策要員は、燃料油貯蔵タンクから空冷式非常用

発電装置へ燃料（重油）補給準備を行う。  
③  緊急安全対策要員は、可搬式オイルポンプを保管エリアか

ら燃料油貯蔵タンク付近に移動させる。  

④  緊急安全対策要員は、可搬式オイルポンプ給油口に給油ホ

ースを接続する。  
⑤  緊急安全対策要員は、燃料油貯蔵タンク取出口の蓋を開放

し、給油ホースを接続する。  

⑥  緊急安全対策要員は、可搬式オイルポンプから空冷式非常

用発電装置まで給油ホースを敷設する。  
⑦  緊急安全対策要員は、空冷式非常用発電装置の前方コンテ

ナ側面の給油口に、給油ホースを接続する。  

⑧  緊急安全対策要員は、可搬式オイルポンプを起動する。  
⑨  緊急安全対策要員は、空冷式非常用発電装置の給油ライン
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の止め弁を開状態にし、可搬式オイルポンプからの給油を

開始する。  
⑩ 緊急安全対策要員は、現場で可搬式オイルポンプの運転状

態を継続して監視し、必要により可搬式オイルポンプ駆動

用発電機給油口へ軽油缶にて給油する。 

⑪  緊急安全対策要員は、タンクが満杯になれば、給油を停止

し、可搬式オイルポンプを停止した後、給油ホースを取外

す。  

⑫  緊急安全対策要員は、発電所対策本部長に可搬式オイルポ

ンプ に よ る 空 冷 式 非 常 用 発 電 装 置 等 へ の 燃 料 補 給 が 完 了

したことを報告する。  
⑬  緊急安全対策要員は、以降⑦から⑫を繰り返し燃料の補給

を実施する。  

    
【タンクローリーによる電源車等への燃料補給（ E.L.+5.5m 燃

料油取出口を使用）】  

①   発電所対策本部長は、手順着手の判断基準に基づき緊急安

全対策要員に、燃料油貯蔵タンクからタンクローリーによ

る電源車等への燃料補給を指示する。  
②   緊急安全対策要員は、燃料油貯蔵タンクから電源車等へ燃

料（重油）補給準備を行う。  
③  緊急安全対策要員は、タンクローリーを保管エリアから燃

料油貯蔵タンク付近に移動させる。  
④  緊急安全対策要員は、タンクローリー給油口に給油ホース

を接続する。  
⑤  緊急安全対策要員は、燃料油貯蔵タンク取出口の蓋を開放

し、給油ホースを接続する。  
⑥  緊急安全対策要員は、タンクローリー給油ポンプを起動し、

タン ク ロ ー リ ー の 油 面 計 で タ ン ク が 満 杯 と な れ ば 給 油 ポ

ンプを停止する。  
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⑦  緊急安全対策要員は、タンクローリーを電源車等の近傍に

移動させる。  
⑧  緊急安全対策要員は、電源車等の給油口に、給油ホースを

接続する。  

⑨  緊急安全対策要員は、タンクローリーの排出弁を開状態に

し、タンクローリーからの給油を開始する。  
⑩  緊急安全対策要員は、タンクが満杯になれば、給油を停止

し、排出弁を閉止した後、給油ホースを取外す。  

⑪  緊急安全対策要員は、発電所対策本部長にタンクローリー

による電源車等への燃料補給が完了したことを報告する。 
⑫  緊急安全対策要員は、タンクローリーの油量を確認し、以

降④から⑪を繰り返し燃料の補給を実施する。  

 
【 タ ン ク ロ ー リ ー に よ る 電 源 車 等 へ の 燃 料 補 給 （ E.L.+32m 

燃料油取出口を使用）】  
①  発電所対策本部長は、手順着手の判断基準に基づき緊急安

全対策要員に、燃料油貯蔵タンクからタンクローリーによ

る電源車等への燃料補給を指示する。  
②  緊急安全対策要員は、燃料油貯蔵タンクから電源車等へ燃

料（重油）補給準備を行う。  

③  緊 急 安 全 対 策 要 員 は 、 タ ン ク ロ ー リ ー を 保 管 エ リ ア か ら

E.L.+32m 燃料油取出口付近に移動させる。  
④  緊急安全対策要員は、タンクローリー給油口に給油ホース

を接続する。  

⑤  緊急安全対策要員は、燃料油取出口の蓋を開放し、給油ホー

スを接続する。  
⑥  緊急安全対策要員は、燃料油移送ポンプ出口配管の分岐管

に給油ホースを接続し、E.L.+32m 燃料油取出口までの給油

系統を構成する。  
⑦  緊急安全対策要員は、燃料油移送ポンプと燃料油サービス
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タンク間の弁を閉止する。  
⑧  緊急安全対策要員は、建屋内の燃料油移送ポンプを起動し、

タンクローリーの油面計でタンクが満杯となれば停止する。 
⑨  緊急安全対策要員は、タンクローリーを電源車等の近傍に

移動させる。  
⑩  緊急安全対策要員は、電源車等の給油口に、給油ホースを接

続する。  
⑪  緊急安全対策要員は、タンクローリーの排出弁を開状態に

し、タンクローリーからの給油を開始する。  
⑫  緊急安全対策要員は、タンクが満杯になれば、給油を停止し、

排出弁を閉止した後、給油ホースを取外す。  
⑬  緊急安全対策要員は、発電所対策本部長にタンクローリー

による電源車等への燃料補給が完了したことを報告する。  
⑭  緊急安全対策要員は、タンクローリーの油量を確認し、以降

④から⑬を繰り返し燃料の補給を実施する。  
 

c.  操作の成立性  
上記の現場対応は、可搬式オイルポンプによる空冷式非常

用 発電 装 置 へ の 燃 料 補 給 に つ い て は 緊 急 安 全 対 策 要 員 4名 に

て実施し、所要時間は約 2時間と想定する。  

また、タンクローリー（燃料油移送ポンプ使用時含む。）に

よ る電 源 車 等 へ の 燃 料 補 給 に つ い て は 基 本 的 に E.L.+5 .5m燃

料油取出口を使用するものとし、緊急安全対策要員 2名にて実

施し、所要時間は約 2.3時間と想定する。ただし、E.L.+5.5m燃

料油取出口が使用できない場合は、 E.L.+32m燃料油取出口を

使用することとし、緊急安全対策要員 4名にて実施し、所要時

間は約 3.1時間と想定する。  
空冷式非常用発電装置の燃料消費率は、約 238.2   ／ hであり、

起 動か ら 枯 渇 ま で の 時 間 は 約 7時 間 と 想 定 し て お り枯 渇 ま で

に燃料（重油）補給を実施する。  
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電源車の燃料消費率は、約 79.3   ／ hであり、起動から枯渇

までの時間は約 6.1時間と想定しており枯渇までに燃料（重油）

補給を実施する。  
燃料油貯蔵タンクは、燃料（重油）補給を実施しなくても、

燃料油貯蔵タンクの備蓄量（ 180 k 以上（ 1基当たり）、2基）

を管理することで、重大事故等時 7日間空冷式非常用発電装置、

電源車等の運転を継続することが可能である。  
また、円滑に作業できるように、移動経路を確保し、携帯照

明や通信設備等を整備する。燃料油貯蔵タンク蓋等を速やか

に作業ができるよう作業場所近傍に使用工具を配備する。周

囲温度は外気温度と同程度である。  

 
(2 )  優先順位 

空冷式非常用発電装置への燃料補給については、可搬式オイ

ルポンプがタンクローリー（燃料油移送ポンプ使用時含む。）に

比べ比較的短時間で補給が可能であり、継続的な給油も容易で

あることから第 1 優先で使用し、可搬式オイルポンプが使用で

きない場合にタンクローリーを使用する。 

タ ン ク ロ ー リ ー に よ る 電 源 車 等 へ の 燃 料 補 給 に つ い て は 、

E.L.+5.5m 燃料油取出口の使用を第 1 優先（比較的短時間）と

し、E.L.+5.5m 燃料油取出口が使用できない場合に E.L.+32m 燃

料油取出口を使用する。 
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第 1.14.1 表 重大事故等における対応手段と整備する手順 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

分類 機能喪失を想定する 
設計基準事故対処設備 

対応 
手段 対応設備 

設備 
分類 
※5 

整備する手順書 手順の分類 

交
流
電
源
喪
失 

ディーゼル発電機 
（全交流動力電源） 

代
替
電
源
（
交
流
）
か
ら
の
給
電
（
ⓐ
） 

空冷式非常用発電装置 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

a,b 

空冷式非常用発電
装置による電源の

復旧手順 
 
 

空冷式非常用発電
装置燃料補給の手

順 

炉心の著しい損傷 
及び 

格納容器破損を防止
する運転手順書 

 
ＳＡ所達※1 

 
 

燃料油貯蔵タンク※2,3 

可搬式オイルポンプ※2 

電源車 

a 電源車による電源
復旧手順 ＳＡ所達※1 

タンクローリー※2,3 

燃料油移送ポンプ※2,3 

予備変圧器２次側恒設ケーブル 

多
様
性
拡
張
設
備 

 

予備変圧器２次側
恒設ケーブルを用
いた号機間融通に
よる電源の復旧手
順（１，２号～３

号） 

炉心の著しい損傷 
及び 

格納容器破損を防止
する運転手順書 

号機間電力融通恒設ケーブル 
（１，２号～３号）※4 

恒設ケーブルを用
いた号機間融通に

よる 
電源の復旧手順 
（１，２号～３

号） 

ＳＡ所達※1 

※1 ：「美浜発電所 重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動に関する所達」 
※2 ：空冷式非常用発電装置の燃料補給に使用する。 
※3 ：電源車の燃料補給に使用する。 
※4 ：号機間電力融通（１，２号～３号）は、送り側を１号炉又は２号炉とし、受ける側を３号炉とする。 
※5 ：重大事故等対策において用いる設備の分類 

a：当該条文に適合する重大事故等対処設備 b：37 条に適合する重大事故等対処設備 c：自主的対策として整備する重大事故等対処設備 
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第 1.14.2 表 重大事故等における対応手段と整備する手順 
 

 
 

分類 機能喪失を想定する 
設計基準事故対処設備 

対応 
手段 対応設備 

設備 
分類 
※2 

整備する手順書 手順の分類 

直
流
電
源
喪
失 

ディーゼル発電機 
（全交流動力電源） 

代
替
電
源
（
直
流
）
か
ら
の
給
電 

蓄電池（安全防護系用） 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

a,b 蓄電池による 
電源の復旧手順 

炉心の著しい損傷 
及び 

格納容器破損を防止
する運転手順書 

計器用電源（無停電電源装置）※3 

ディーゼル発電機 
（全交流動力電源）及び 
蓄電池（安全防護系用）
（枯渇） 

蓄電池（３系統目） 

a,b 
蓄電池（３系統
目）による電源の

復旧手順 
計器用電源（無停電電源装置）※3 

 
可搬式整流器 

a 
可搬式整流器を用
いた直流電源復旧

の手順 
ＳＡ所達※1 

計器用電源（無停電電源装置）※3 

ⓐ交流電源喪失時に代替電源（交流）の給電により対応する手段に用いる設備と同様 

※1 ：「美浜発電所 重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動に関する所達」 
※2 ：重大事故等対策において用いる設備の分類 

a：当該条文に適合する重大事故等対処設備 b：37 条に適合する重大事故等対処設備 c：自主的対策として整備する重大事故等対処設備 

※3 ：計器用電源（無停電電源装置）は、運転コンソール復旧する場合に使用する。 
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第 1.14.3 表 重大事故等における対応手段と整備する手順 

 

 

 

  

分類 機能喪失を想定する 
設計基準事故対処設備 

対応 
手段 対応設備 

設備 
分類 
※4 

整備する手順書 手順の分類 

所
内
電
気
設
備
機
能
喪
失 

所内電気設備 

代
替
所
内
電
気
設
備
に
よ
る
（
交
流
、
直
流
）
給
電 

空冷式非常用発電装置 

重
大
事
故
等
対
処
設
備 

a 

 
空冷式非常用発電

装置による 
電源の復旧手順 

 
 
 
 

空冷式非常用発電
装置燃料補給の手

順 

 
炉心の著しい損傷 

及び 
格納容器破損を防止
する運転手順書 

 
 
 
 

ＳＡ所達※1 

燃料油貯蔵タンク※2,3 

可搬式オイルポンプ※2 

タンクローリー※2,3 

燃料油移送ポンプ※2,3 

代替所内電気設備分電盤 

代替所内電気設備
による電源供給手

順 
ＳＡ所達※1 

代替所内電気設備変圧器 

可搬式整流器 

 
 
電源車 
 
 

多
様
性 

拡
張
設
備 

 

※1 ：「美浜発電所 重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動に関する所達」 
※2 ：空冷式非常用発電装置の燃料補給に使用する。 
※3 ：電源車の燃料補給に使用する。 
※4 ：重大事故等対策において用いる設備の分類 

a：当該条文に適合する重大事故等対処設備 b：37 条に適合する重大事故等対処設備 c：自主的対策として整備する重大事故等対処設備 

 

42



 

第1.14.4表 重大事故等対処に係る監視計器 

 

1.14 電源の確保に関する手順等 

 
監視計器一覧（１／３） 

 
対応手段 

 

重大事故等の 
対応に必要と 
なる監視項目 

 
監視計器 

1.14.2.1 代替電源（交流）による給電手順等 

(1) 空冷式非常用発電装置によ

る代替電源（交流）からの給電 

判断 
基準 

電源 ・４－３Ａ１、Ａ２、Ｂ、Ｃ、Ｄ電圧計 

操作 電源 

・４－３Ｃ、Ｄ電圧計 
・３－３Ｃ、Ｄ電圧計 
・Ａ、Ｂ直流母線電圧計 
・Ａ、Ｂ、Ｃ１、Ｄ１計器用分電盤電圧

計 
・空冷式非常用発電装置 
電力計、周波数計 

(2) 予備変圧器２次側恒設ケー

ブルを使用した号機間融通に

よる代替電源（交流）からの給

電 

判断

基準 
電源 

・４－３Ｃ、Ｄ電圧計 
・３－３Ｃ、Ｄ電圧計 
・空冷式非常用発電装置 
電力計、周波数計 

・４－１Ｃ２電圧計 
・４－２Ｃ電圧計 

操作 電源 

・４－３Ｃ、Ｄ電圧計 
・３－３Ｃ、Ｄ電圧計 
・Ａ、Ｂ直流母線電圧計 
・Ａ、Ｂ、Ｃ１、Ｄ１計器用分電盤電圧

計 
・４－１Ｃ２電圧計 
・４－２Ｃ電圧計 
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監視計器一覧（２／３） 
 

対応手段 
 

重大事故等の 
対応に必要と 
なる監視項目 

 
監視計器 

1.14.2.1 代替電源（交流）による給電手順等 

(3) 号機間電力融通恒設ケーブル

（１，２号～３号）を使用した

号機間融通による代替電源（交

流）からの給電 

判断 
基準 

電源 

・４－３Ｃ、Ｄ電圧計 
・３－３Ｃ、Ｄ電圧計 
・４－１Ｃ２電圧計 
・４－２Ｃ電圧計 

操作 電源 

・４－３Ｃ、Ｄ電圧計 
・３－３Ｃ、Ｄ電圧計 
・Ａ、Ｂ直流母線電圧計 
・Ａ、Ｂ、Ｃ１、Ｄ１計器用分電盤電圧

計 
・４－１Ｃ２電圧計 
・４－２Ｃ電圧計 

(4) 電源車による代替電源（交流）

からの給電 

判断 
基準 

電源 
・４－３Ｃ、Ｄ電圧計 

・３－３Ｃ、Ｄ電圧計 

操作 電源 

・４－３Ｃ、Ｄ電圧計 
・３－３Ｃ、Ｄ電圧計 
・Ａ、Ｂ直流母線電圧計 
・Ａ、Ｂ、Ｃ１、Ｄ１計器用分電盤電圧

計 
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監視計器一覧（３／３） 
 

対応手段 
 

重大事故等の 
対応に必要と 
なる監視項目 

 
監視計器 

1.14.2.2 代替電源（直流）による給電手順等 
(1)蓄電池（安全防護系用）によ

る代替電源（直流）からの給電

（計器用電源（無停電電源装

置）による直流電源からの給

電を含む） 

判断 
基準 

電源 ・４－３Ａ１、Ａ２、Ｂ、Ｃ、Ｄ電圧計 

操作 電源 ・Ａ、Ｂ直流母線電圧計 

(2)蓄電池（３系統目）による代

替電源（直流）からの給電

（計器用電源（無停電電源装

置）による直流電源からの給

電を含む） 

判断 
基準 

電源 ・４－３Ａ１、Ａ２、Ｂ、Ｃ、Ｄ電圧計 

操作 電源 ・Ａ、Ｂ直流母線電圧計 

(3)可搬式整流器による代替電

源（直流）からの給電（計器用

電源（無停電電源装置）による

直流電源からの給電を含む） 

判断 
基準 

電源 ・４－３Ａ１、Ａ２、Ｂ、Ｃ、Ｄ電圧計 

操作 電源 ・Ａ、Ｂ直流母線電圧計 

1.14.2.3 代替所内電気設備による給電手順等 

(1) 代替所内電気設備による交

流及び直流の給電 
（空冷式非常用発電装置） 

判断 
基準 

電源 
・４－３Ｃ、Ｄ電圧計 
・３－３Ｃ、Ｄ電圧計 

操作 電源 

・Ａ、Ｂ、Ｃ１、Ｄ１計器用分電盤電圧

計 
・Ａ、Ｂ直流母線電圧計 
・空冷式非常用発電装置 
 電力計、周波数計 

(2) 代替所内電気設備による 
交流及び直流の給電 
（電源車） 

判断 
基準 

電源 
・４－３Ｃ、Ｄ電圧計 

・Ａ、Ｂ直流母線電圧計 

操作 電源 

・４－３Ｃ、Ｄ電圧計 
・３－３Ｃ、Ｄ電圧計 
・Ａ、Ｂ直流母線電圧計 
・Ａ、Ｂ、Ｃ１、Ｄ１計器用分電盤電圧

計 
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第 1.14.3 図 空冷式非常用発電装置による代替電源（交流）からの給電 概略図 

 

 
※現場移動時間には防護具着用時間を含む。 

 
第 1.14.4 図 空冷式非常用発電装置による代替電源（交流）からの給電 タイムチャート 

  

備考

受電準備

受電操作

移動

受電準備・受電操作

ファン起動

移動

充電器盤の充電

移動

ダンパ開操作

手順の項目 要員（数）

空冷式非常用発電装
置による代替電源(交
流)からの給電

運転員等

（中央制御室）
2

経過時間（分）
10 20 30 40 50 60 70 80 90

充電後操作（充電器
盤の受電操作）

運転員等

（中央制御室）
1

蓄電池（安全防護
系用）の枯渇を考

慮し、事象発生約
8時間後までに充
電器盤の受電を行

う。

運転員等
（現場）

2

運転員等
（現場）

1

緊急安全
対策要員

2

充電器盤の受電開始▽
約19分

▽空冷式非常用発電装置による電源復旧開始

約84分
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第 1.14.5 図 予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号機間融通による代替電源（交流） 

からの給電 概略図 
 

 
※現場移動時間には防護具着用時間を含む。 

第 1.14.6 図 予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号機間融通による代替電源（交流） 
からの給電 タイムチャート  
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：通常遮断器「切」 
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4－2C 母線  
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C2 原子炉 C/C 
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A 蓄電池 充電器 

440V 
3-3C 母線 

6.6kV 
4－3C 母線 
(A トレイン) 

3A-D/G 

275Kv 敦賀 1 号線もんじゅ側・嶺南側 、美浜 1 号線・美浜 2 号線 1L・2L  275Kv 敦賀 1 号線もんじゅ側・嶺南側 、美浜 1 号線・美浜 2 号線 1L・2L  

4－2SC 

 
 

2A 空冷式非

常用発電装置 

4－2DCT 

2B 空冷式非

常用発電装置 

中継・接続盤 

4－2CDT 
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受電準備 給電先操作
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充電器盤の充電

移動

ダンパ開操作

充電後操作（充電器
盤の受電操作）

運転員等
（中央制御室）

1

運転員等
（現場）

1

緊急安全
対策要員

2

緊急安全対策要員 2

蓄電池（安全防護
系用）の枯渇を考
慮し、事象発生約
8時間後までに充
電器盤の受電を行
う。

運転員等
（1,2u中央制御室）

1

運転員等
（現場）

1

経過時間（分）
60

手順の項目 要員（数）

予備変圧器2次側恒
設ケーブルを使用し
た号機間融通による
代替電源（交流）から
の給電

運転員等
（3u中央制御室）

1

120

▽充電器盤の受電開始

約70分
▽号機間融通開始

約135分
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第 1.14.7 図 号機間電力融通恒設ケーブル（１号～２号）を使用した号機間融通による 
代替電源（交流）からの給電 概略図 

 

 
※現場移動時間には防護具着用時間を含む。 

第 1.14.8 図 号機間電力融通恒設ケーブル（１号～２号）を使用した号機間融通による 
         代替電源（交流）からの給電 タイムチャート 
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注．2A,B 空冷式非常用発電装置から４－3Ｄ母線への電力融通のみ記載 

３号炉へ 
１号炉 
より 

275kV 敦賀 1 号線もんじゅ側・嶺南側 、 美浜 1 号線・美浜 2 号線  
美浜２号炉 
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移動
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ファン起動

移動

充電器盤の充電
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ダンパ開操作
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（現場）
1

充電後操作（充電器
盤の受電操作）

運転員等

（中央制御室）
1

運転員等

（現場）
1

緊急安全

対策要員
2

運転員等

（３号

　　中央制御室）
1

運転員等

（１，２号

　　中央制御室）
1

経過時間（時間）
1 2 3

手順の項目 要員（数）

号機間電力融通恒設
ケーブル（１，２号機
～３号機）を使用した
号機間融通による代
替電源（交流）からの
給電

緊急安全

対策要員
2

蓄電池（安全防護

系用）の枯渇を考

慮し、事象発生約

8時間後までに充

電器盤の受電を行
う。

約2.1時間
▽号機間融通開始

約3.2時間
▽充電器盤の受電開始
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第 1.14.9 図 号機間電力融通恒設ケーブル（１，２～３号）を使用した号機間融通 
ケーブル機器配置（３号炉 E.L.+4.0m）

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません
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第 1.14.10 図 号機間電力融通恒設ケーブル（１，２～３号）を使用した号機間融通 
ケーブル機器配置（１号炉 E.L.+18.4m、２号炉 E.L.+10.1m）

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません

52



第 1.14.11 図 電源車による代替電源（交流）からの給電 概略図 

※現場移動時間には防護具着用時間を含む。

第 1.14.12 図 電源車による代替電源（交流）からの給電 タイムチャート 
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緊急安全
対策要員

2

充電後操作（充電器
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運転員等
（中央制御室）

1

電源車による代替電
源（交流）からの給電

緊急安全
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2

1

運転員等
（中央制御室）

2

5

手順の項目 要員（数）

経過時間（時間）
1 2 3 4

電源応急復旧完了▽
約2.8時間

▽充電器盤の受電開始

約3.9時間
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第 1.14.13 図 電源車 ケーブル敷設ルート 

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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第 1.14.14 図 全交流動力電源喪失に対する対応手順 
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第 1.14.15(1)図 蓄電池（安全防護系用）による代替電源（直流）からの給電 概略図 

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 

第 1.14.15(2)図 蓄電池（安全防護系用）による代替電源（直流）からの給電 タイムチャート 
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約10分
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第 1.14.16(1)図 蓄電池（３系統目）による代替電源（直流）からの給電 概略図 

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 

第 1.14.16(2)図 蓄電池（３系統目）による代替電源（直流）からの給電 タイムチャート 

Ｂ計器用

電源 ＊

Ｄ計器用

電源 ＊

Ｂ計器用分電盤 Ｄ計器用分電盤

Ｂ充電器

Ｂ蓄電池（安全防護系用）
2200Aｈ

Ｂドロッパ

Ａ計器用

電源 ＊

Ａ計器用分電盤 Ｃ計器用分電盤

Ａ充電器

中央制御室

直流分電盤

Ａドロッパ

Ａ直流き電盤 Ｂ直流き電盤

Ｂ系 非常用高圧母線 ６.６kV

Ｄ２ 原子炉C/C

Ａ系 非常用高圧母線 ６.６kV

Ｃ２ 原子炉C/C

Ｃ パワーセンタ Ｄ パワーセンタ
電
源
車

電
源
車

リレー室直流

分電盤

Ｃ計器用

電源 ＊

空冷式
非常用

発電装置

空冷式
非常用

発電装置

ディーゼル
発電機

ディーゼル
発電機

炉外核
計装盤

放射線監
視盤

SA監視操作盤
／SA入出力盤

※1 ※1 ※2 ※2

※１：安全系VDU用電源（A系）
・安全系VDU-P Aﾄﾚｲﾝ、安全系ﾏﾙﾁﾌﾟ
ﾚｸｻ盤Aﾄﾚｲﾝ、安全防護系ｼｰｹﾝｽ盤Aﾄ
ﾚｲﾝ、安全防護系ｼｰｹﾝｽ盤Aﾄﾚｲﾝ RIO

※2：安全系VDU用電源（B系）
・安全系VDU-P Bﾄﾚｲﾝ、安全系ﾏﾙﾁﾌﾟ
ﾚｸｻ盤Bﾄﾚｲﾝ、安全防護系ｼｰｹﾝｽ盤Bﾄ
ﾚｲﾝ、安全防護系ｼｰｹﾝｽ盤Bﾄﾚｲﾝ RIO

＊：無停電電源装置

原子炉保護系
計器ラック

ＳＡ監視計器用電源

蓄電池（３系統目）

約3000Aｈ

※３

※３Ａ蓄電池（安全防護系用）
2200Aｈ

（必要直流負荷への切替え）
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第 1.14.16(3)図 蓄電池（３系統目）配置図 

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 

58



第 1.14.17 図 可搬式整流器による代替電源（直流）からの給電 概略図 

※現場移動時間には防護具着用時間を含む。

第 1.14.18 図 可搬式整流器による代替電源（直流）からの給電 タイムチャート 

備考

移動

可搬型直流電源装置運搬・点検

ケーブル接続、起動準備

整流器起動

移動

受電準備 電源操作

受電操作

経過時間（時間）
1 2

運転員
（現場）

1

手順の項目 要員（数）

可搬型直流電源装置
による電源応急復旧

緊急安全対策

要員
2

可搬式整流器による復旧開始▽

約2.2時間
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第 1.14.19 図 可搬式整流器による代替電源（直流）からの給電 
ケーブル敷設ルート（E.L.＋4.0m）

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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第 1.14.20 図 可搬式整流器による代替電源（直流）からの給電 
ケーブル敷設ルート（E.L.＋11.1m）

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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第 1.14.21 図 直流電源喪失に対する対応手順 

１時間以内に中央制御室
にて不要負荷切離し

交流動力電源は復旧したか

整流器盤による直流給電

Yes

Ｎｏ

Yes

Ｎｏ

全交流動力電源喪失
（蓄電池（安全防護系用）

による自動給電開始）

２４時間以内に可搬式

整流器給電開始

第1.14.14図 全交流動力電源喪失に対する対
応手順より

：操作・確認

：プラント状態

：重大事故等対処設備による手順

：別フローへ移行

：判断

凡例

Yes
整流器盤（充電器）は健全か

Ｎｏ

直流母線電圧が許容最
低電圧（108V）を維持でな

いか

蓄電池（３系統目）による給
電及び必要負荷への切替え

交流動力電源は復旧したか

整流器盤（充電器）は健全か

交流動力電源は復旧したか

整流器盤（充電器）は健全か

Ｎｏ

Ｎｏ

Yes

Yes

Yes

Yes

Ｎｏ

Ｎｏ

Ｎｏ

可搬式整流器準備開始

可搬式整流器準備完了
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第 1.14.22 図 代替所内電気設備による給電 概略図 
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○代替所内電気設備による給電（空冷式非常用発電装置）

※現場移動時間には防護具着用時間を含む。

○代替所内電気設備による給電（電源車）

※現場移動時間には防護具着用時間を含む。

第 1.14.23 図 代替所内電気設備によるの給電 タイムチャート 

備考

移動

健全性確認

系統構成

代替所内電気設備給電対象負荷の切替・給電（1次系設備）

移動

代替所内電気設備給電対象負荷の切替・給電（2次系設備）

移動

可搬式整流器運搬・点検

ケーブル接続、起動準備

整流器起動

空冷式非常用発電装置起動

移動

受電準備 電源操作

受電操作

経過時間（時間）
1 2 3 54

手順の項目 要員（数）

運転員
（中央制御室）

1

緊急安全
対策要員

2

運転員等
（現場）

1

代替所内電気設備に
よる給電（空冷式非
常用発電装置）

▽約0.6時間 空冷式非常用発電装置起動

▽約1.2時間 代替所内電気設備による給電（1次系設備）

▽約3.8時間 可搬式整流器による給電

▽約2時間 代替所内電気設備による給電（2次系設備）

備考

移動

健全性確認

系統構成

代替所内電気設備給電対象負荷の切替・給電（1次系設備）

移動

代替所内電気設備給電対象負荷の切替・給電（2次系設備）

移動

可搬式整流器運搬・点検

ケーブル接続、起動準備

整流器起動

移動

電源車移動

起動前点検（発電機点検・ケーブル接続）

電源車起動

移動

受電準備 電源操作

受電操作

手順の項目 要員（数）

経過時間（時間）
5 761 2 3 4

代替所内電気設備に
よる給電（電源車）

緊急安全
対策要員

2

運転員等
（現場）

1

緊急安全
対策要員

2

▽約2.4時間 電源車起動

▽約3.0時間 代替所内電気設備による給電（1次系設備）

▽約5.6時間 可搬式整流器による給電

▽約3.8時間 代替所内電気設備による給電（2次系設備）
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第 1.14.24 図 空冷式非常用発電装置、電源車等への燃料（重油）補給 概略図 

※現場移動時間には防護具着用時間を含む。

第 1.14.25 図 空冷式非常用発電装置、電源車等への燃料（重油）補給 タイムチャート 

備考

移動

可搬式オイルポンプ配置

給油ホース敷設

可搬式オイルポンプ運転準備

空冷式非常用発電装置への給油開始

移動

準備（ホース敷設、タンクローリー準備）

燃料積み込み

燃料補給準備

電源車への給油開始

移動

準備（ホース敷設、タンクローリー準備）

燃料積み込み

燃料補給準備

電源車への給油開始

3

手順の項目 要員（数）

経過時間（時間）
1 2

空冷式非常用発電装
置への燃料（重油）補
給

緊急安全
対策要員

4

・事象発生3時間後から2時

間で給油準備作業を行い、

引き続き1回目の給油を開

始

・事象発生5時間後以降

は、5時間毎に1時間かけて

給油作業を実施。

電源車等への燃料
（重油）補給

緊急安全
対策要員

2

燃料油貯蔵タンク
→タンクローリー直
接補給（E.L.+5.5m
取出口）

電源車等への燃料
（重油）補給

緊急安全
対策要員

4

燃料油貯蔵タンク
→燃料油移送ポン
プ→タンクローリー
補給（E.L.+.32m取
出口）

▽約2時間

繰り返し

▽約2.3時間

繰り返し

繰り返し

▽約3.1時間
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第 1.14.26 図 燃料（重油）給油 アクセスルート 

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 
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第 1.14.27 図 運転コンソールの復旧手順 概略図 

第 1.14.28 図 運転コンソールの復旧手順 タイムチャート 

枠囲みの範囲は機密に係る事項ですので公開することはできません。 

備考

手順の項目

移動

45 55

経過時間（分）
0 5 15 25 35 60

要員（数）

運転コンソールの
復旧

緊急安全対策要員
(現場、リレー室及
びスイッチギヤ室)

2 安全防護系シーケン
ス盤等を起動

▽交流電源復旧 ▽復旧完了

約40分
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蓄

電
式

直
流

電
源

設
備

は
、

負
荷

切
り

離
し

を
行

わ
ず

に
8
時

間
、

電
気

の
供

給
が

可
能

で
あ

る
こ

と
。

た
だ

し
、

「
負

荷
切

り
離

し
を

行
わ

ず
に

」
に

は
、

原
子

炉
制

御
室

又
は

隣
接

す
る

電
気

室
等

に
お

い
て

簡
易

な
操

作
で

負
荷

の
切

り
離

し
を

行
う

場
合

を
含

ま
な

い
。

そ
の

後
、

必
要

な
負

荷
以

外
を

切
り

離
し

て
残

り
1
6
 時

間
の

合
計

2
4

時
間

に
わ

た
り

、
電

気
の

供
給

を
行

う
こ

と
が

可
能

で
あ

る
こ

と
。

ｃ
）
2
4
 時

間
に

わ
た

り
、

重
大

事
故

等
の

対
応

に
必

要
な

設
備

に
電

気
（
直

流
）
の

供
給

を
行

う
こ

と
が

可
能

で
あ

る
可

搬
型

直
流

電
源

設
備

を
整

備
す

る
こ

と
。

ｄ
）
複

数
号

機
設

置
さ

れ
て

い
る

工
場

等
で

は
、

号
機

間
の

電
力

融
通

を
行

え
る

よ
う

に
あ

ら
か

じ
め

ケ
ー

ブ
ル

等
を

敷
設

し
、

手
動

で
接

続
で

き
る

こ
と

。
ｅ
）
所

内
電

気
設

備
（
モ

ー
タ

ー
コ

ン
ト

ロ
ー

ル
セ

ン
タ

ー
(M

C
C

)、
パ

ワ
ー

セ
ン

タ
ー

(P
/
C

)及
び

金
属

閉
鎖

配
電

盤
(メ

タ
ク

ラ
)(

M
C

)
等

）
は

、
代

替
所

内
電

気
設

備
を

設
け

る
こ

と
な

ど
に

よ
り

共
通

要
因

で
機

能
を

失
う

こ
と

な
く

、
少

な
く

と
も

一
系

統
は

機
能

の
維

持
及

び
人

の
接

近
性

の
確

保
を

図
る

こ
と

。
２

 第
２

項
に

規
定

す
る

「
常

設
の

直
流

電
源

設
備

」
と

は
、

以
下

に
掲

げ
る

措
置

又
は

こ
れ

と
同

等
以

上
の

効
果

を
有

す
る

措
置

を
行

う
た

め
の

設
備

と
す

る
。

ａ
）
更

な
る

信
頼

性
を

向
上

す
る

た
め

、
負

荷
切

り
離

し
（
原

子
炉

制
御

室
又

は
隣

接
す

る
電

気
室

等
に

お
い

て
簡

易
な

操
作

で
負

荷
の

切
り

離
し

を
行

う
場

合
を

含
ま

な
い

。
）
を

行
わ

ず
に

8
 時

間
、

そ
の

後
、

必
要

な
負

荷
以

外
を

切
り

離
し

て
残

り
1
6
 時

間
の

合
計

2
4
 時

間
に

わ
た

り
、

重
大

事
故

等
の

対
応

に
必

要
な

設
備

に
電

気
の

供
給

を
行

う
こ

と
が

可
能

で
あ

る
も

う
１

系
統

の
特

に
高

い
信

頼
性

を
有

す
る

所
内

常
設

直
流

電
源

設
備

（
3
 系

統
目

）
を

整
備

す
る

こ
と

。

（
電

源
設

備
）

第
七

十
二

条
 発

電
用

原
子

炉
施

設
に

は
、

設
計

基
準

事
故

対
処

設
備

の
電

源
が

喪
失

し
た

こ
と

に
よ

り
重

大
事

故
等

が
発

生
し

た
場

合
に

お
い

て
炉

心
の

著
し

い
損

傷
、

原
子

炉
格

納
容

器
の

破
損

、
貯

蔵
槽

内
燃

料
体

等
の

著
し

い
損

傷
及

び
運

転
停

止
中

に
お

け
る

発
電

用
原

子
炉

内
の

燃
料

体
（
以

下
「
運

転
停

止
中

原
子

炉
内

燃
料

体
」
と

い
う

。
）
の

著
し

い
損

傷
を

防
止

す
る

た
め

に
必

要
な

電
力

を
確

保
す

る
た

め
に

必
要

な
設

備
を

施
設

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

２
 発

電
用

原
子

炉
施

設
に

は
、

第
四

十
五

条
第

一
項

の
規

定
に

よ
り

設
置

さ
れ

る
非

常
用

電
源

設
備

及
び

前
項

の
規

定
に

よ
り

設
置

さ
れ

る
電

源
設

備
の

ほ
か

、
設

計
基

準
事

故
対

処
設

備
の

電
源

が
喪

失
し

た
こ

と
に

よ
り

重
大

事
故

等
が

発
生

し
た

場
合

に
お

い
て

炉
心

の
著

し
い

損
傷

、
原

子
炉

格
納

容
器

の
破

損
、

貯
蔵

槽
内

燃
料

体
等

の
著

し
い

損
傷

及
び

運
転

停
止

中
原

子
炉

内
燃

料
体

の
著

し
い

損
傷

を
防

止
す

る
た

め
の

常
設

の
直

流
電

源
設

備
を

施
設

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

第
７

２
条

（
電

源
設

備
）

１
 第

１
項

に
規

定
す

る
「
必

要
な

電
力

を
確

保
す

る
た

め
に

必
要

な
設

備
」
と

は
、

以
下

に
掲

げ
る

措
置

又
は

こ
れ

ら
と

同
等

以
上

の
効

果
を

有
す

る
措

置
を

行
う

た
め

の
設

備
を

い
う

。
ａ

）
代

替
電

源
設

備
を

設
け

る
こ

と
。

ⅰ
）
可

搬
型

代
替

電
源

設
備

（
電

源
車

及
び

バ
ッ

テ
リ

等
）
を

配
備

す
る

こ
と

。
ⅱ

）
常

設
代

替
電

源
設

備
と

し
て

交
流

電
源

設
備

を
設

置
す

る
こ

と
。

ⅲ
）
設

計
基

準
事

故
対

処
設

備
に

対
し

て
、

独
立

性
を

有
し

、
位

置
的

分
散

を
図

る
こ

と
。

ｂ
）
所

内
常

設
蓄

電
式

直
流

電
源

設
備

は
、

負
荷

切
り

離
し

を
行

わ
ず

に
8
時

間
、

電
気

の
供

給
が

可
能

で
あ

る
こ

と
。

た
だ

し
、

「
負

荷
切

り
離

し
を

行
わ

ず
に

」
に

は
、

原
子

炉
制

御
室

又
は

隣
接

す
る

電
気

室
等

に
お

い
て

簡
易

な
操

作
で

負
荷

の
切

り
離

し
を

行
う

場
合

を
含

ま
な

い
。

そ
の

後
、

必
要

な
負

荷
以

外
を

切
り

離
し

て
残

り
1
6
 時

間
の

合
計

2
4
 時

間
に

わ
た

り
、

電
気

の
供

給
を

行
う

こ
と

が
可

能
で

あ
る

こ
と

。
ｃ
）
2
4
 時

間
に

わ
た

り
、

重
大

事
故

等
の

対
応

に
必

要
な

設
備

に
電

気
（
直

流
）
の

供
給

を
行

う
こ

と
が

可
能

で
あ

る
可

搬
型

直
流

電
源

設
備

を
整

備
す

る
こ

と
。

ｄ
）
複

数
号

機
設

置
さ

れ
て

い
る

工
場

等
で

は
、

号
機

間
の

電
力

融
通

を
行

え
る

よ
う

に
あ

ら
か

じ
め

ケ
ー

ブ
ル

等
を

敷
設

し
、

手
動

で
接

続
で

き
る

こ
と

。
ｅ
）
所

内
電

気
設

備
（
モ

ー
タ

ー
コ

ン
ト

ロ
ー

ル
セ

ン
タ

ー
(M

C
C

)、
パ

ワ
ー

セ
ン

タ
ー

(P
/
C

)及
び

金
属

閉
鎖

配
電

盤
(メ

タ
ク

ラ
)(

M
C

)
等

）
は

、
代

替
所

内
電

気
設

備
を

設
け

る
こ

と
な

ど
に

よ
り

共
通

要
因

で
機

能
を

失
う

こ
と

な
く
、

少
な

く
と

も
一

系
統

は
機

能
の

維
持

及
び

人
の

接
近

性
の

確
保

を
図

る
こ

と
。

２
 第

２
項

に
規

定
す

る
「
常

設
の

直
流

電
源

設
備

」
と

は
、

以
下

に
掲

げ
る

措
置

又
は

こ
れ

と
同

等
以

上
の

効
果

を
有

す
る

措
置

を
行

う
た

め
の

設
備

と
す

る
。

ａ
）
更

な
る

信
頼

性
を

向
上

す
る

た
め

、
負

荷
切

り
離

し
（
原

子
炉

制
御

室
又

は
隣

接
す

る
電

気
室

等
に

お
い

て
簡

易
な

操
作

で
負

荷
の

切
り

離
し

を
行

う
場

合
を

含
ま

な
い

。
）
を

行
わ

ず
に

8
 時

間
、

そ
の

後
、

必
要

な
負

荷
以

外
を

切
り

離
し

て
残

り
1
6
 時

間
の

合
計

2
4
 時

間
に

わ
た

り
、

重
大

事
故

等
の

対
応

に
必

要
な

設
備

に
電

気
の

供
給

を
行

う
こ

と
が

可
能

で
あ

る
も

う
１

系
統

の
特

に
高

い
信

頼
性

を
有

す
る

所
内

常
設

直
流

電
源

設
備

（
3
 系

統
目

）
を

整
備

す
る

こ
と

。

代 替 電 源 （ 交 流 ） の 給 電

設
置

許
可

基
準

/
技

術
基

準
規

則
条

文
番

号
設

置
許

可
基

準
規

則
設

置
許

可
基

準
規

則
の

解
釈

技
術

基
準

規
則

技
術

基
準

規
則

の
解

釈

添
付

資
料

1.
1
4
.1
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多様性拡張設備仕様 

機器名称 常設／可搬 耐震性 公称電圧 容量 数

予備変圧器２次側恒設ケーブル 常設 Ｃクラス 6,600Ｖ 660A 1組

6,600Ｖ 510A 1組

6,600Ｖ 390A 1組

電源車 可搬 転倒評価 6,600Ｖ 約610kVA
2台

(予備1台)

号機間電力融通恒設ケーブル
（１、２号～３号）

常設 －

添付資料 1.14.2 
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空冷式非常用発電装置による交流電源からの給電 

【空冷式非常用発電装置による受電操作】 

１．操作概要 

全交流動力電源が喪失した場合に、中央制御室から遠隔起動可能な空冷式非常用発電装置を用いて

必要な負荷へ電源を供給する。 

２．必要要員数及び操作時間 

必 要 要 員 数 ：２名（中央） 

  ２名（現場） 

操作時間（想 定）：１９分 

操作時間（実 績）：１７分 

３．操作の成立性 

アクセス性：屋外作業時のアクセス性は、夜間においてもヘッドライト・携行照明等を携行している

ことから問題ない。屋内作業時のアクセスについてもルートに設置されている照明はバ

ッテリ内蔵型であるが、バッテリ枯渇後でもヘッドライト・携帯照明等を活用すること

で、事故環境下においてもアクセス可能である。 

作 業 環 境：屋内作業場所の室温は通常運転状態と同等である。また、作業エリアに設置されている

照明はバッテリ内蔵型であるが、バッテリ枯渇後でもヘッドライト・携帯照明等を活用

することで、事故環境下においても作業可能である。屋外の空冷式非常用発電装置の設

置場所は作業を行う上で支障となる設備等は無く、また、夜間作業員はヘッドライト・

携行照明等を携行することとしており作業は実施可能である。 

操 作 性：しゃ断器操作は通常運転時に行う操作と同じであり、操作性に問題はない。 

連 絡 手 段：事故環境下において通常の連絡手段が使用不能となった場合でも、携行型通話装置にて、

確実に連絡可能である。 

添付資料 1.14.3 

コントロールセンタ

不要負荷切離し操作

（補助建屋）

Ｍ／Ｃ電源確認 

（スイッチギヤ室）

空冷式非常用発電装置 

起動操作 

（中央制御室）
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交流電源給電負荷積上げ表

・空冷式非常用発電装置での給電対象負荷リスト

（空冷式非常用発電装置容量：1,460kW(1,825kVA)×2台) 
・号機間電力融通恒設ケーブルでの給電対象負荷リスト（ケーブル許容容量：約3,200kW）

【全交流電源喪失＋原子炉補機冷却機能喪失＋RCPシールLOCA時に必要な負荷】※1

負荷名称
負荷容量（kW）※

2

88

88

充てん／高圧注入ポンプ 780

余熱除去ポンプ 270

恒設代替低圧注水ポンプ 160

アニュラス循環ファン 15

制御建屋送気ファン 55

制御建屋循環ファン 22

中央制御室非常用循環ファン 15

補助建屋非常灯照明変圧器 70※3

燃料油移送ポンプ（Ａ，Ｂ） 3※3

燃料油移送ポンプ充油電磁弁（Ａ，Ｂ） 1※3

合計（kW） 1,567

充電器(A,B)
　ＳＡ監視操作盤

　　静的触媒式水素再結合装置温度監視装置

　　原子炉格納容器水素燃焼装置温度監視装置

　　原子炉格納容器水位

　　原子炉下部キャビティ水位

　可搬型格納容器内水素濃度計測装置

A、B、C、D計器用電原

　　衛星電話（固定）

　　安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）

　　安全パラメータ伝送システム

　　可搬型照明（ＳＡ）

※1 重大事故事象シーケンスにおいて負荷容量の合計が最大となる事象を示す。

※2 電動弁は、短時間の動作であり、負荷容量には含めない。

※3 事故シーケンス上負荷として考慮しないが、空冷式非常用発電装置の出力決定に際しては

最大負荷に含める。 

添付資料 1.14.4-(1) 
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交流電源給電負荷積上げ表

・電源車での給電対象負荷リスト（電源車容量：488kW(610kVA)）

【プラント監視機能の維持に必要な負荷】 

負荷名称 負荷容量（kW）

88

88

計器用電源（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 充電器（Ａ、Ｂ）に含む

アニュラス循環ファン 15

制御建屋送気ファン 55

制御建屋循環ファン 22

中央制御室非常用循環ファン 15

燃料油移送ポンプ（Ａ，Ｂ） 3

燃料油移送ポンプ充油電磁弁（Ａ，Ｂ） 1

合計（kW） 287

充電器盤（Ａ、Ｂ）

※1

※1

※E.L.+5.5m燃料油取出口が使用できない場合に使用するものであるが、電源車の出力決定に際

しては最大負荷に含める。

添付資料 1.14.4-(2) 
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交流電源給電負荷積上げ表

・代替所内電気設備での給電対象負荷リスト（空冷式非常用発電装置）

（代替所内電気設備変圧器容量：750kVA ）

負荷名称 負荷容量（kW）

恒設代替低圧注水ポンプ 160

原子炉下部キャビティ注水ポンプ 160

Ａアキュムレータ出口電動弁 (23)※1

Ｂアキュムレータ出口電動弁 (23)※1

Ｃアキュムレータ出口電動弁 (23)※1

ＳＡ監視計器用電源 7

アニュラス循環ファン 15

可搬式整流器 30

3

3

計器用電源（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ） 80

燃料油移送ポンプ（Ａ，Ｂ） 3

燃料油移送ポンプ充油電磁弁（Ａ，Ｂ） 1

合計（kW） 462

可搬式空気圧縮機（Ａ、Ｂ）（加圧器逃がし弁作動用）

※1 電動弁は、短時間の動作であり、負荷容量には含めない。

※2 大規模損壊時（イグナイタ、C/V可搬式水素濃度計関係）負荷は電源裕度に応じて給電する。
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審査基準における要求事項ごとの給電対象設備

対象条文 供給対象設備 給電元

【1.1】 

緊急停止失敗時に発電用原子炉

を未臨界にするための手順 

Ａ充てん/高圧注入ポンプ 4-3C
非常用高圧母線 Ｃ１充てん/高圧注入ポンプ 

Ｂ充てん/高圧注入ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 
Ｃ２充てん/高圧注入ポンプ 

Ａ電動補助給水ポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 

Ｂ電動補助給水ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 

Ａほう酸ポンプ 
C1原子炉コント 
ロールセンタ

Ｂほう酸ポンプ 
D1原子炉コント 
ロールセンタ

Ｃほう酸ポンプ 
CD原子炉コント 
ロールセンタ

緊急ほう酸注入弁 
D2原子炉コント 
ロールセンタ

Ａ主蒸気逃がし弁 
A3ソレノイド弁 

分電盤 

Ｂ主蒸気逃がし弁 
B4ソレノイド弁 

分電盤 

Ｃ主蒸気逃がし弁 
A3ソレノイド弁 

分電盤 

Ａ加圧器逃がし弁 
A1ソレノイド弁 

分電盤 

Ｂ加圧器逃がし弁 
B1ソレノイド弁 

分電盤 

Ａ主蒸気止弁 

A1ソレノイド弁 
分電盤 

B1ソレノイド弁 
分電盤 

Ｂ主蒸気止弁 

A1ソレノイド弁 
分電盤 

B1ソレノイド弁 
分電盤 

Ｃ主蒸気止弁 

A1ソレノイド弁 
分電盤 

B1ソレノイド弁 
分電盤 
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審査基準における要求事項ごとの給電対象設備

対象条文 供給対象設備 給電元

【1.2】 

原子炉冷却材圧カバウンダリ高

圧時に発電用原子炉を冷却する

ための手順等 

Ａ充てん/高圧注入ポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 
Ｃ１充てん/高圧注入ポンプ 

Ｂ充てん/高圧注入ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 
Ｃ２充てん/高圧注入ポンプ 

Ａ電動補助給水ポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 

Ｂ電動補助給水ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 

Ａ加圧器逃がし弁 
A1ソレノイド弁 

分電盤 

Ｂ加圧器逃がし弁 
B1ソレノイド弁 

分電盤 

Ａ余熱除去ポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 

Ｂ余熱除去ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 
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審査基準における要求事項ごとの給電対象設備 

対象条文 供給対象設備 給電元

【1.3】 

原子炉冷却材圧力バウンダリを

減圧するための手順等 

Ａ充てん/高圧注入ポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 
Ｃ１充てん/高圧注入ポンプ 

Ｂ充てん/高圧注入ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 
Ｃ２充てん/高圧注入ポンプ 

Ａ電動補助給水ポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 

Ｂ電動補助給水ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 

Ａ主蒸気逃がし弁 
A3ソレノイド弁 

分電盤 

Ｂ主蒸気逃がし弁 
B4ソレノイド弁 

分電盤 

Ｃ主蒸気逃がし弁 
A3ソレノイド弁 

分電盤 

Ａ加圧器逃がし弁 
A1ソレノイド弁 

分電盤 

Ｂ加圧器逃がし弁 
B1ソレノイド弁 

分電盤 

Ａ余熱除去ポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 

Ｂ余熱除去ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 

可搬式空気圧縮機

（加圧器逃がし弁作動用）

計器用空気系統代替 
空気供給圧縮機分電盤 
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審査基準における要求事項ごとの給電対象設備

対象条文 供給対象設備 給電元

【1.4】 

原子炉冷却材圧カバウンダリ低

圧時に原子炉を冷却するための

手順等 

Ａ内部スプレポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 
Ｂ内部スプレポンプ 

Ｃ内部スプレポンプ 4-3D
非常用高圧母線 

Ｄ内部スプレポンプ 

恒設代替低圧注水ポンプ 
空冷式非常用 

発電装置 原子炉下部キャビティ 

注水ポンプ 

Ａ・Ｂ内部スプレポンプ

入口弁（格納容器再循環

サンプ側）

C1原子炉コントロ
ールセンタ 

Ａ燃料油移送ポンプ 
Aディーゼル発電機
コントロールセン

タ 

Ｂ燃料油移送ポンプ 
Bディーゼル発電機
コントロールセン

タ 

Ａ充てん/高圧注入ポンプ 4-3C
非常用高圧母線 

Ｃ１充てん/高圧注入ポンプ 

Ｂ充てん/高圧注入ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 
Ｃ２充てん/高圧注入ポンプ 

Ｂ余熱除去ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 
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審査基準における要求事項ごとの給電対象設備

対象条文 供給対象設備 給電元 

【1.4】 

原子炉冷却材圧カバウンダリ低

圧時に原子炉を冷却するための

手順等 

Ａ電動補助給水ポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 

Ｂ電動補助給水ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 

Ａ主蒸気逃がし弁 
Ａ３ソレノイド弁 

分電盤 

Ｂ主蒸気逃がし弁 
Ｂ４ソレノイド弁 

分電盤 

Ｃ主蒸気逃がし弁 
Ａ３ソレノイド弁 

分電盤 

【1.5】 

最終ヒートシンクヘ熱を輸送す

るための手順等 

Ａ電動補助給水ポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 

Ｂ電動補助給水ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 

Ｂ余熱除去ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 

Ｂ充てん/高圧注入ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 

【1.6】 

原子炉格納容器内の冷却等のた

めの手順等 

恒設代替低圧注水ポンプ 
空冷式非常用 

発電装置 

原子炉下部キャビティ 

注水ポンプ 

空冷式非常用 
発電装置 

Ａ１次系冷却水ポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 
Ｂ１次系冷却水ポンプ 

Ｃ１次系冷却水ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 
Ｄ１次系冷却水ポンプ 

Ａ海水ポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 
Ｂ海水ポンプ 

Ｃ海水ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 
Ｄ海水ポンプ 
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審査基準における要求事項ごとの給電対象設備

対象条文 供給対象設備 給電元

【1.7】 

原子炉格納容器の過圧破損を防

止するための手順等 

恒設代替低圧注水ポンプ 
空冷式非常用 

発電装置 原子炉下部キャビティ 

注水ポンプ 

Ａ内部スプレポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 

Ｂ内部スプレポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 

Ｃ内部スプレポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 

Ｄ内部スプレポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 

Ａ１次系冷却水ポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 
Ｂ１次系冷却水ポンプ 

Ｃ１次系冷却水ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 
Ｄ１次系冷却水ポンプ 

Ａ海水ポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 
Ｂ海水ポンプ 

Ｃ海水ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 
Ｄ海水ポンプ 
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審査基準における要求事項ごとの給電対象設備 
 

対象条文 供給対象設備 給電元 

【1.8】 

原子炉格納容器下部の溶融炉心

を冷却するための手順等 

Ａ充てん/高圧注入ポンプ 
4-3C 

非常用高圧母線 
Ｃ１充てん/高圧注入ポンプ 

Ｂ充てん/高圧注入ポンプ 
4-3D 

非常用高圧母線 
Ｃ２充てん/高圧注入ポンプ 

Ａ余熱除去ポンプ 
4-3C 

非常用高圧母線 

Ｂ余熱除去ポンプ 
4-3D 

非常用高圧母線 

Ａ内部スプレポンプ 4-3C 
非常用高圧母線 Ｂ内部スプレポンプ 

Ｃ内部スプレポンプ 4-3D 
非常用高圧母線 Ｄ内部スプレポンプ 

恒設代替低圧注水ポンプ 
空冷式非常用 

発電装置 

原子炉下部キャビティ 

注水ポンプ 

空冷式非常用 

発電装置 

【1.9】 

水素爆発による原子炉格納容器

の破損を防止するための手順等 

静的触媒式水素再結合 

装置温度監視装置 
ＳＡ監視操作盤 

原子炉格納容器水素燃焼装置 
D3原子炉コント 
ロールセンタ 

原子炉格納容器水素燃焼

装置温度監視装置 
ＳＡ監視操作盤 

可搬型格納容器内水素 

濃度計測装置 
ＳＡ監視操作盤 

可搬型原子炉補機冷却水 

循環ポンプ 

可搬型格納容器ガス
試料圧縮装置分電盤 

可搬型格納容器ガス試料 

圧縮装置 

可搬型格納容器ガス
試料圧縮装置分電盤 
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審査基準における要求事項ごとの給電対象設備 

 

対象条文 供給対象設備 給電元 

【1.10】 

水素爆発による原子炉建屋等の

損傷を防止するための手順等 

Ａアニュラス循環ファン 
C1原子炉コント 
ロールセンタ 

Ｂアニュラス循環ファン D1原子炉コント 
ロールセンタ 

Ａ系列アニュラス循環 
ファン入口ダンパ 

C1原子炉コント 
ロールセンタ 

Ｂ系列アニュラス循環 
ファン入口ダンパ 

D1原子炉コント 
ロールセンタ 

Ａ系列アニュラス全量 
排気ダンパ 

中央制御室 
直流分電盤 

Ｂ系列アニュラス全量 
排気ダンパ 

リレー室 
直流分電盤 

Ａ系列アニュラス小量 
排気ダンパ 

中央制御室 
直流分電盤 

Ｂ系列アニュラス小量 
排気ダンパ 

リレー室 
直流分電盤 

可搬型アニュラス内水素

濃度計測装置 
ＳＡ監視操作盤 

【1.11】 

使用済燃料貯蔵槽の冷却等のた

めの手順等 

使用済燃料ピット水位（広域） SA監視計器用電源 

可搬型使用済燃料ピット水位 SA監視計器用電源 

使用済燃料ピット温度

（ＡＭ用） 
SA監視計器用電源 

可搬式使用済燃料ピット 

区域周辺エリアモニタ 
SA監視計器用電源 

使用済燃料ピットエリア 

監視カメラ 
SA監視計器用電源 
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審査基準における要求事項ごとの給電対象設備

対象条文 供給対象設備 給電元

【1.13】 

重大事故等の収束に必要となる

水の供給手順等 

恒設代替低圧注水ポンプ 
空冷式非常用 

発電装置 
原子炉下部キャビティ

注水ポンプ

Ａ充てん／高圧注入ポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 

Ｃ１充てん/高圧注入ポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 

Ｂ充てん／高圧注入ポンプ
4-3D

非常用高圧母線 

Ｃ２充てん/高圧注入ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 

Ａ内部スプレポンプ
4-3C

非常用高圧母線 

Ｂ内部スプレポンプ 
4-3C

非常用高圧母線 

Ｂ余熱除去ポンプ 
4-3D

非常用高圧母線 

Ａ加圧器逃がし弁
A1ソレノイド弁 

分電盤 

Ｂ加圧器逃がし弁
B1ソレノイド弁 

分電盤 
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審査基準における要求事項ごとの給電対象設備

対象条文 供給対象設備 給電元

【1.15】 

事故時の計装に関する手順等 

冷却材圧力（広域）
A計器用電源 

B計器用電源 

１次冷却材高温側広域 

温度 
A計器用電源 

１次冷却材低温側広域 

温度 
B計器用電源 

格納容器圧力（広域） A直流き電盤 

格納容器圧力 
A計器用電源 

B計器用電源 

格納容器再循環サンプ 

水位（広域） 

A計器用電源 

B計器用電源 

格納容器再循環サンプ 

水位（狭域） 

A計器用電源 

B計器用電源 

格納容器スプレ流量積算 B計器用電源 

格納容器内高レンジエリ

アモニタ（高レンジ）

C計器用電源 

D計器用電源 

格納容器内高レンジエリ

アモニタ（低レンジ）

C計器用電源 

D計器用電源 

格納容器内温度 
C計器用電源 

D計器用電源 

原子炉格納容器水位 A直流き電盤 

原子炉下部キャビティ 

水位 
A直流き電盤 

１次系冷却水タンク水位 
C計器用電源 

D計器用電源 

安全注入流量 C計器用電源 

補助安全注入流量 B計器用電源 
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審査基準における要求事項ごとの給電対象設備

対象条文 供給対象設備 給電元

【1.15】 

事故時の計装に関する手順等 

主蒸気圧力 
B計器用電源 

C計器用電源 

出力領域中性子束 

A計器用電源 

B計器用電源 

C計器用電源 

D計器用電源 

蒸気発生器水位（狭域） 
B計器用電源 

C計器用電源 

蒸気発生器水位（広域） 

A計器用電源 

B計器用電源 

C計器用電源 

中間領域中性子束 
A計器用電源 

B計器用電源 

中性子源領域中性子束 
A計器用電源 

B計器用電源 

燃料取替用水タンク水位 
B計器用電源 

C計器用電源 

復水タンク水位
A計器用電源 

B計器用電源 

ほう酸タンク水位
A計器用電源 

B計器用電源 

補助給水流量

A計器用電源 

C計器用電源 

D計器用電源 
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審査基準における要求事項ごとの給電対象設備 
 

対象条文 供給対象設備 給電元 

【1.15】 

事故時の計装に関する手順等 
 

余熱除去クーラ出口流量 
B計器用電源 

D計器用電源 

原子炉水位 A計器用電源 

格納容器循環冷暖房ユニ

ット入口温度／出口温度

（ＳＡ） 

－ 

１次系冷却水タンク加圧

ライン圧力 
－ 

加圧器水位 
A計器用電源 

B計器用電源 

恒設代替低圧注水ポンプ

出口流量積算 
B計器用電源 

原子炉下部キャビティ 

注水ポンプ出口流量積算 
A計器用電源 

可搬型格納容器内水素 

濃度計測装置 
A直流き電盤 

【1.16】 

原子炉制御室の居住性等に関

する手順等 

制御建屋送気ファン 

C1 原子炉コント 
ロールセンタ 

D1原子炉コント 

ロールセンタ 

制御建屋循環ファン 

C1 原子炉コント 
ロールセンタ 

D1 原子炉コント 
ロールセンタ 

中央制御室非常用循環 
ファン 

C1 原子炉コント 
ロールセンタ 

D1 原子炉コント 
ロールセンタ 

可搬型照明（ＳＡ） 

C1 原子炉コント 
ロールセンタ 

D1 原子炉コント 
ロールセンタ 
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審査基準における要求事項ごとの給電対象設備

対象条文 供給対象設備 給電元

【1.17】

監視測定等に関する手順等 

モニタリングステーション
空冷式非常用 

発電装置 

モニタポスト
空冷式非常用 

発電装置 

【1.18】

緊急時対策所の居住性等に関

する手順等 

緊急時対策所非常用空気 

浄化ファン 
緊急時対策所コン
トロールセンタ

安全パラメータ表示システ

ム（ＳＰＤＳ）

安全パラメータ伝送システ

ム

D計器用電源 

I計器用電源 

ＳＰＤＳ表示装置 
緊急時対策所コン
トロールセンタ

Ａ燃料油移送ポンプ 
Aディーゼル発電機
コントロールセン

タ 

Ｂ燃料油移送ポンプ 
Bディーゼル発電機
コントロールセン

タ 
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審査基準における要求事項ごとの給電対象設備 
 

対象条文 供給対象設備 給電元 

【1.19】 

通信連絡に関する手順等 

衛星電話（固定） SA監視計器用電源 

 
緊急時対策所コン

トロールセンタ 

衛星電話（可搬） 
緊急時対策所コン

トロールセンタ 

緊急時衛星通報システム 
緊急時対策所コン

トロールセンタ 

統合原子力防災ネットワ

ークに接続する通信連絡

設備 

（ＴＶ会議システム、Ｉ

Ｐ電話及びＩＰ－ＦＡ

Ｘ） 

緊急時対策所コン

トロールセンタ 

安全パラメータ表示シス

テム（ＳＰＤＳ） 

安全パラメータ伝送シス

テム 

D計器用電源 

I計器用電源 

ＳＰＤＳ表示装置 
緊急時対策所コン

トロールセンタ 
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予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号機間融通による交流電源からの給電 

【予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号機間融通による受電操作】 

１．操作概要 

  全交流動力電源喪失時、空冷式非常用発電装置（常設）による受電に失敗した場合に、予備変圧器２

次側恒設ケーブルを使用した号機間融通による交流電源給電のため、必要な遮断器操作を行う。 

２．必要要員数及び操作時間 

[受電準備] 

・３号中央 必 要 要 員 数 ： １名 

 操作時間（想  定）：１０分 

 操作時間（実  績）： ３分 

・１，２号中央 必 要 要 員 数 ： １名

 操作時間（想 定）：１０分 

 操作時間（実 績）： ７分 

・現場 必 要 要 員 数 ： １名 

 操作時間（想  定）：３０分 

 操作時間（実  績）：２２分（現場移動時間含む） 

[供給元操作] 

必 要 要 員 数 ： １名 

  操作時間（想  定）： ８分 

  操作時間（実  績）： １分 

[給電先操作] 

・３号中央 必 要 要 員 数 ： １名 

 操作時間（想  定）：１０分 

 操作時間（実  績）： ３分 

・現場 必 要 要 員 数 ： １名 

 操作時間（想  定）：１０分 

 操作時間（実  績）： ７分 

３．操作の成立性 

アクセス性：アクセスルートに設置されている照明はバッテリ内蔵型であるが、バッテリ枯渇後でもヘ

ッドライト・携帯照明等を活用することで、事故環境下においてもアクセス可能である。 

作 業 環 境：室温は通常運転状態と同等である。また、作業エリアに設置されている照明はバッテリ内

蔵型であるが、バッテリ枯渇後でもヘッドライト・携帯照明等を活用することで、事故環

境下においても作業可能である。 

操 作 性：通常運転時に行う遮断器操作と同じであり、容易に操作可能である。 

連 絡 手 段：事故環境下において通常の連絡手段が使用不能となった場合でも、安全補機開閉器室に携

行型通話装置を１台敷設することにより、確実に連絡可能である。 

添付資料 1.14.6-(1) 

予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した 

号機間融通による遮断器投入操作 

（１,２号炉 中央制御室）

予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した 

号機間融通受電準備操作 

（３号炉 中央制御室）
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【予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号機間融通による電源給電操作】 

１．操作概要 

予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号機間融通を行うための遮断器投入条件作成等を行い、

電源給電操作を可能とする。 

２．必要要員数及び操作時間 

[受電準備] 

  必 要 要 員 数 ：２名／ユニット（現場） 

  操作時間（想  定）：５２分 

  操作時間（実  績）：２３分 

３．操作の成立性 

アクセス性：アクセスルートに設置されている照明はバッテリ内蔵型であるが、バッテリ枯渇後でも

ヘッドライト・携帯照明等を活用することで、事故環境下においてもアクセス可能であ

る。

作 業 環 境：室温は通常運転状態と同等である。また、作業エリアに設置されている照明はバッテリ

内蔵型であるが、バッテリ枯渇後でもヘッドライト・携帯照明等を活用することで、事

故環境下においても作業可能である。 

操 作 性：遮断器投入条件作成を行う箇所には、タグを設置しており、容易に投入条件を作成する

ことが可能である。 

 連 絡 手 段：事故環境下において通常の連絡手段が使用不能となった場合でも、安全補機開閉器室に

携行型通話装置を１台敷設することにより、確実に連絡可能である。 

①遮断器投入条件作成

（２号炉 電気室）

②盤内遮断器投入条件作成箇所

（２号炉 ディーゼル発電機室） 
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号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）を使用した号機間融通による交流電源からの給電 

 

【号機間融通による受電操作】 

 

１．操作概要 

  全交流動力電源喪失時、空冷式非常用発電装置、予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号機間融

通に失敗した場合に、号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）を使用した号機間融通による交

流電源給電のため、必要な遮断器操作を行う。 

 

２．必要要員数及び操作時間 

[受電準備] 

 ・３号中央制御室    必 要 要 員 数 ：  １名 

             操作時間（想  定）： １０分 

             操作時間（実  績）：  ３分 

 ・１，２号中央制御室  必 要 要 員 数 ：  １名 

             操作時間（想  定）： ２０分 

             操作時間（実  績）： １２分 

・現場         必 要 要 員 数 ：  １名 

操作時間（想  定）： ４０分 

操作時間（実  績）： ２６分（現場移動時間を含む） 

 [供給元操作] 

必 要 要 員 数 ： １名 

  操作時間（想  定）：１０分 

  操作時間（実  績）： ５分 

 

[給電先操作] 

 ・３号中央制御室    必 要 要 員 数 ： １名 

             操作時間（想  定）： ５分 

             操作時間（実  績）： ３分 

・現場         必 要 要 員 数 ： １名 

操作時間（想  定）： ５分 

  操作時間（実  績）： ４分 
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３．操作の成立性 

アクセス性：アクセスルートに設置されている照明はバッテリ内蔵型であるが、バッテリ枯渇後でもヘ

ッドライト・携帯照明等を活用することで、事故環境下においてもアクセス可能である。 

作 業 環 境：室温は通常運転状態と同等である。また、作業エリアに設置されている照明はバッテリ内

蔵型であるが、バッテリ枯渇後でもヘッドライト・携帯照明等を活用することで、事故環

境下においても作業可能である。 

操 作 性：通常運転時に行う遮断器操作と同じであり、容易に操作可能である。 

連 絡 手 段：事故環境下において通常の連絡手段が使用不能となった場合でも、３号炉スイッチギヤ室

に携行型通話装置を１台敷設することにより、確実に連絡可能である。 

 

 

号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３

号）を使用した号機間融通による 

交流電源給電遮断器操作 

 （３号炉スイッチギヤ室） 

供給元 号機間融通用遮断器操作 

（２号炉 現場(電気室)） 
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【号機間融通による電源給電操作】 

１．操作概要 

  全交流動力電源喪失時、空冷式非常用発電装置、予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号機間融

通に失敗し、１号炉又は２号炉の非常用高圧母線の電圧が確立している場合に、号機間電力融通恒設

ケーブル（１，２号～３号）を使用した号機間融通による交流電源給電のために必要なケーブル敷設

及び端子接続作業を行う。

２．必要要員数及び作業時間 

  必 要 要 員 数 ：２名（現場） 

  作業時間（想  定）：１３０分 

  作業時間（模  擬）：１３０分以内 

３．作業の成立性 

アクセス性：屋内作業時のアクセス性は、ヘッドライト・携帯照明等を携行しているため、事故環境

下においてもアクセス可能である。 

作 業 環 境：屋内作業場所の室温は通常運転状態と同等である。また、作業用の照明設備として、ヘ

ッドライト・携帯照明等を携行することで作業可能である。作業エリアに設置されてい

る照明はバッテリ内蔵型であり、事故環境下においても作業可能である。 

作 業 性：ケーブルの接続先は端子化されており容易かつ確実に接続可能である。 

  連 絡 手 段：事故環境下において通常の連絡手段が使用不能となった場合でも、３号スイッチギヤ室

１，２号メタクラ室に携行型通話装置を1台敷設することにより、確実に連絡可能であ

る。 

ケーブル端子接続

（３号炉 スイッチギヤ室） 

ケーブル敷設

（３号炉 スイッチギヤ室） 

４．ケーブル接続パターン

号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）の場合、必要な箇所のケーブル解結線を行う。

（１）１号～３号の場合

①、②を結線する。

（２）２号～３号の場合

①、②を結線する。

添付資料 1.14.7-(2) 

メタクラ
6.6kV

1A
DG

1
空冷

1C2 1D2

2A
DG

2B
DG2

空冷

2D2C

3A
DG

3B
DG3

空冷

3C 3D

号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）

①

②

号機間電力融通恒設ケーブル接続箇所（①②）

1号炉 2号炉 3号炉

（凡例）

DG：ディーゼル発電機、空冷：空冷式非常用発電装置

1A1B
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電源車による交流電源からの給電 

 

【電源車による電源給電操作】 

 

１．操作概要 

  全交流動力電源喪失時、空冷式非常用発電装置、予備変圧器２次側恒設ケーブルを使用した号機間融

通及び号機間電力融通恒設ケーブル（１，２号～３号）に失敗した場合に、可搬型代替電源として電源

車を用い必要な負荷へ電源を給電する。 

 

２．必要要員数及び操作時間 

  必 要 要 員 数 ：３名（現場）、２名（中央） 

  操作時間（想  定）：１７０分 

  操作時間（実  績）：１５１分 

 

３．操作の成立性 

    アクセス性：屋外作業時のアクセス性は、夜間においてもヘッドライト・携行照明等を携行している

ことから問題ない。屋内作業時のアクセスについてもルート上に設置されている照明は

バッテリ内蔵型であるが、バッテリ枯渇後でもヘッドライト・携帯照明等を活用するこ

とで、事故環境下においてもアクセス可能である。 

   作 業 環 境：屋内作業場所の室温は通常運転状態と同等である。また、作業エリアに設置されている

照明はバッテリ内蔵型であるが、バッテリ枯渇後でもヘッドライト・携帯照明等を活用

することで、事故環境下においても作業可能である。電源車の設置場所及び電源ケーブ

ル敷設場所は作業を行う上で支障となる設備等は無く、また、夜間作業員はヘッドライ

ト・携行照明等を携行することとしており作業は実施可能である。 

   操 作 性：電源車の電源ケーブルから接続口への接続はコネクタ化されており、建屋内の電路は恒

設化されていることから、容易かつ確実に接続操作可能である。 

   連 絡 手 段：事故環境下において通常の連絡手段が使用不能となった場合でも、携行型通話装置及び

衛星携帯電話にて、確実に連絡可能である。 

 

 

電源車へのケーブル接続状態 

（ケーブル接続状態確認） 

電源ケーブル接続 

（コネクタ接続） 

電源車 

（発電機起動） 
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不要直流負荷切離し操作 

【不要直流負荷切離し】 

１．操作概要 

全交流動力電源喪失時、長期間の電源喪失に備えるため、直流電源の延命処置として、中央にて不要直

流電源負荷切離しを行う。 

２．必要要員数及び操作時間 

  必 要 要 員 数 ：１名 

  操作時間（想  定）：１０分 

  操作時間（実  績）：８分 

３．操作の成立性 

アクセス性：中央制御室での操作であり、アクセス可能である。

作 業 環 境：事故環境下における室温は通常運転状態と同等である。また、中央制御室にはバッテリ内

蔵型の照明が設置されているが、バッテリ枯渇後でもヘッドライト・携帯照明等を活用す

ることで、事故環境下においても作業可能である。 

操 作 性：通常行うスイッチ操作と同じであり、容易に操作可能である。 

  連 絡 手 段：事故環境下において通常の連絡手段が使用不能となった場合でも、携行型通話装置を携帯

しており、確実に連絡可能である。 

不要直流負荷切離し操作 

（中央制御室 操作器） 

添付資料 1.14.9-(1) 

写真はイメージ 
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写真はイメージ 

運転コンソールの復旧手順 

 

【運転コンソールの復旧手順】 

１．操作概要 

全交流動力電源喪失が長期にわたり、中央にて不要直流電源負荷切離しを実施した後に、交流動力電源

が復旧した場合に、運転コンソールを復旧するために必要な各制御盤の起動操作を実施する。 

 

２．必要要員数及び操作時間 

  必 要 要 員 数 ：２名 

  操作時間（想  定）：４０分※1 

  操作時間（模  擬）：４０分以内 

 

※1 想定時間の根拠 

 【リレー室作業】 
  操作対象：安全系ＶＤＵプロセッサ、安全防護系シーケンス盤及び安全系マルチプレクサ盤 
  操作人数：１名 
  作業場所までの移動：１５分 

  各制御盤（Ａ系、Ｂ系）の起動操作：２５分 

 

 【スイッチギヤ室作業】 
  操作対象：安全防護系シーケンス盤ＲＩＯ 
  操作人数：１名 
  作業場所までの移動：１５分 

  安全防護系シーケンス盤ＲＩＯ（Ａ系、Ｂ系）の起動操作：２５分 

 

３．操作の成立性 

  アクセス性：アクセスルートに設置されている照明はバッテリ内蔵型であるが、バッテリ枯渇後でも

ヘッドライト・携帯照明等を活用することで、事故環境下においてもアクセス可能であ

る。 
   作 業 環 境：室温は通常運転状態と同等である。また、作業エリアに設置されている照明はバッテリ

内蔵型であるが、バッテリ枯渇後でもヘッドライト・携帯照明等を活用することで、事

故環境下においても作業可能である。 

  操 作 性：各制御盤の起動操作は保守点検時に行う手順と同等であり、容易に操作可能である。 

   連 絡 手 段：事故環境下において通常の連絡手段が使用不能となった場合でも、リレー室およびスイ

ッチギヤ室に携行型通話装置を１台ずつ設置することにより、確実に連絡可能である。 

運転コンソールの復旧 

（リレー室の例） 

添付資料 1.14.9-(2) 
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不要直流負荷切離しリスト

３号炉 Ａ直流き電盤

用途名称 給電対象 操作場所 負荷(A） 備考

計算機用Ａ直流電圧変換器 ○※ バッテリ室 0.00 
制御棒駆動装置冷却ファン電磁ブレーキ制御

盤（VS-2A・C） × 中央制御室 0.00 

３Ａディーゼル発電機盤 × 中央制御室 0.00 

３Ｃパワーセンタ × 中央制御室 0.00 

メタルクラッドテスト盤 × 中央制御室 0.00 

３タービン動補助給水ポンプ現地盤 × 中央制御室 0.00 

３Ａ電動補助給水ポンプ起動盤 ○ バッテリ室 0.40 

３原子炉トリップしゃ断器盤（Ａトレン） ○ バッテリ室 0.20 

原子炉保護系リレーラック（Ａトレン） ○※ バッテリ室 0.00 

直流負荷遠隔停止回路制御電源（Ａ側） ○※ バッテリ室 0.00 

Ｍ／Ｃ，Ｐ／Ｃ，直流用電圧測定器（Ａ側） ○ － 0.20 

77kV 設備直流分電盤 × 中央制御室 0.00 

特高開閉所直流分電盤 × 中央制御室 0.00 

中央制御室直流分電盤 × 中央制御室 0.00 

３Ａディーゼル発電機界磁 ○※ バッテリ室 0.00 

３Ａ計器用電源 × 中央制御室 0.00 

３Ｃ計器用電源 × 中央制御室 0.00 

３Ｃメタルクラッド × 中央制御室 0.00 

３Ａタービン室直流分電盤 × 中央制御室 0.00 

原子炉補助建屋直流分電盤 × 中央制御室 0.00 
発電機・主変圧器・所内変圧器保護リレー盤

（Ａ系）
× 中央制御室 0.00 

起動変圧器保護リレー盤（Ａ系） × 中央制御室 0.00 

３Ｃメタクラ室直流分電盤（Ａトレン） ○ バッテリ室 3.70 

系統保護装置用建屋Ａ直流分電盤 × 中央制御室 0.00 

ＳＡ監視計器用電源 ○ バッテリ室 49.00 

合計負荷電流 53.5 
○：切離し対象外のＮＦＢ

×：ＮＦＢ「切」

※ 全交流動力電源喪失時の負荷電流は 0.00A であるため切離し対象外

添付資料 1.14.10-(1) 
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不要直流負荷切離しリスト

３号炉 Ｂ直流き電盤

用途名称 給電対象 操作場所 負荷(A） 備考

３Ｂ電動補助給水ポンプ起動盤 ○ バッテリ室 0.40 

３Ｂディーゼル発電機盤 × 中央制御室 0.00 

３Ｄパワーセンタ × 中央制御室 0.00 

直流負荷遠隔停止回路制御電源（Ｂ側） ○※ バッテリ室 0.00 

Ｍ／Ｃ，Ｐ／Ｃ，直流用電圧測定器（Ｂ側） ○ － 0.20 

メタルクラッドテスト盤 ○※ バッテリ室 0.00 

計算機用Ｂ直流電圧変換器 ○※ バッテリ室 0.00 

３原子炉トリップしゃ断器盤（Ｂトレン） ○ バッテリ室 0.20 

原子炉保護系リレーラック（Ｂトレン） ○※ バッテリ室 0.00 
３ＡＳ－０１６Ｂ Ｂタービン動補助給水ポ

ンプ起動弁
× 中央制御室 0.00 

制御棒駆動装置冷却ファン電磁ブレーキ制御

盤（VS-2Ｂ） × 中央制御室 0.00 

３ＭＯＶ－５２４５Ｂ Ｂ－燃料ピットｸｰﾗ冷

却水入口電動弁
○※ バッテリ室 0.00 

変圧器室直流分電盤 × 中央制御室 0.00 

３Ｂディーゼル発電機界磁 ○※ バッテリ室 0.00 

３Ｂ計器用電源 × 中央制御室 0.00 

３Ｄメタルクラッド × 中央制御室 0.00 

リレー室直流分電盤 × 中央制御室 0.00 

３Ｄ計器用電源 × 中央制御室 0.00 
発電機・主変圧器・所内変圧器保護リレー盤

（Ｂ系）
× 中央制御室 0.00 

起動変圧器保護リレー盤（Ｂ系） × 中央制御室 0.00 

３Ｄメタクラ室直流分電盤（Ｂトレン） ○ バッテリ室 3.70 

系統保護装置用建屋Ｂ直流分電盤 × 中央制御室 0.00 

主変しゃ断器＃１３０電源（Ｂトレン） × 中央制御室 0.00 

ＳＡ監視計器用電源 ○ バッテリ室 49.00 

合計負荷電流 53.5 
○：切離し対象外のＮＦＢ

 ×：ＮＦＢ「切」

※ 全交流動力電源喪失時の負荷電流は0.00Aであるため切離し対象外
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ＳＡ監視計器用電源から給電可能なパラメータリスト 

  

  美浜３号炉においては、重大事故等の対処に必要なパラメータを、原則としてＳＡ監視計器用電源から給

電される設備を用いて監視可能とする。（現場で測定・記録するパラメータを除く。）また、ＳＡ監視計器用

電源の負荷容量は 7kVA 以下とする。 

 具体的なパラメータは下表のとおり。 

３号炉 

Ｎｏ． パラメータ名称 発信元設備 

１ １次冷却材高温側広域温度 原子炉保護系計器ラック 

２ １次冷却材低温側広域温度 原子炉保護系計器ラック 

３ 冷却材圧力（広域） 原子炉保護系計器ラック 

４ 加圧器水位 原子炉保護系計器ラック 

５ 原子炉水位 ＳＡ入出力盤 

６ 安全注入流量 原子炉保護系計器ラック 

７ 補助安全注入流量 原子炉保護系計器ラック 

８ 余熱除去クーラ出口流量 原子炉保護系計器ラック 

９ 恒設代替低圧注水ポンプ出口流量積算 ＳＡ入出力盤 

１０ 原子炉下部キャビティ注水ポンプ出口流量積算 ＳＡ入出力盤 

１１ 格納容器スプレ流量積算 ＳＡ入出力盤 

１２ 格納容器内温度 原子炉保護系計器ラック 

１３ 格納容器圧力 原子炉保護系計器ラック 

１４ 格納容器圧力（広域） ＳＡ入出力盤 

１５ 格納容器再循環サンプ水位（広域） 原子炉保護系計器ラック 

１６ 格納容器再循環サンプ水位（狭域） 原子炉保護系計器ラック 

１７ 原子炉格納容器水位 ＳＡ入出力盤 

１８ 原子炉下部キャビティ水位 ＳＡ入出力盤 

１９ 格納容器内高レンジエリアモニタ（低レンジ） 放射線監視盤 

２０ 格納容器内高レンジエリアモニタ（高レンジ） 放射線監視盤 

２１ 出力領域中性子束 炉外核計装盤 

２２ 中間領域中性子束 炉外核計装盤 

２３ 中性子源領域中性子束 炉外核計装盤 

２４ 蒸気発生器狭域水位 原子炉保護系計器ラック 

２５ 蒸気発生器広域水位 原子炉保護系計器ラック 

２６ 補助給水流量 原子炉保護系計器ラック 

２７ 主蒸気圧力 原子炉保護系計器ラック 

２８ １次系冷却水タンク水位 原子炉保護系計器ラック 

２９ 燃料取替用水タンク水位 原子炉保護系計器ラック 

３０ ほう酸タンク水位 原子炉保護系計器ラック 

３１ 復水タンク水位 原子炉保護系計器ラック 

３２ 可搬型格納容器内水素濃度計測装置 ＳＡ入出力盤 

３３ 可搬型アニュラス内水素濃度計測装置 ＳＡ入出力盤 

３４ 使用済燃料ピット水位（広域） ＳＡ入出力盤 

３５ 使用済燃料ピット温度（ＡＭ用） ＳＡ入出力盤 

３６ 可搬型使用済燃料ピット水位 ＳＡ入出力盤 

３７ 可搬式使用済燃料ピット区域周辺エリアモニタ 監視用ＰＣ 
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可搬式整流器による直流電源からの給電 

【可搬式整流器による受電操作】 

１．操作概要 

  可搬式整流器は、全交流動力電源喪失時に蓄電池（安全防護系）の電圧が低下する（24時間以降）前

までに、蓄電池（安全防護系）に代わり電源車と組み合わせて直流電源を給電する。 

２．必要要員数及び操作時間 

[受電準備] 

  必 要 要 員 数 ：１名／ユニット（現場） 

  操作時間（想  定）：３０分 

  操作時間（実  績）：２６分 

  [受電（電源）操作] 

  必 要 要 員 数 ：１名／ユニット（現場） 

  操作時間（想  定）：４０分 

  操作時間（実  績）：３５分 

３．操作の成立性 

アクセス性：アクセスルートに設置されている照明はバッテリ内蔵型であるが、バッテリ枯渇後でも

ヘッドライト・携帯照明等を活用することで、事故環境下においてもアクセス可能であ

る。

作 業 環 境：室温は通常運転状態と同等である。また、作業エリアに設置されている照明はバッテリ

内蔵型であるが、バッテリ枯渇後でもヘッドライト・携帯照明等を活用することで、事

故環境下においても作業可能である。 

操 作 性：通常運転時に行う遮断器操作と同じであり、容易に操作可能である。 

 連 絡 手 段：事故環境下において通常の連絡手段が使用不能となった場合でも、充電器室付近に携行

型通話装置を敷設することより、確実に連絡可能である。 

直流電源受電操作 

（中間建屋 E.L. ＋10.1ｍ）

直流電源受電操作 

（補助建屋 E.L. ＋17.0／24.0ｍ）

添付資料 1.14.11-(1) 
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【可搬式整流器による受電操作】 

 

１．作業概要 

  可搬式整流器は、全交流動力電源喪失時に蓄電池（安全防護系用）の電圧が低下する（24時間以降）

前までに、蓄電池（安全防護系用）に代わり電源車と組み合わせて、直流電源を給電する。 

 

２．必要要員数及び作業時間 

  必 要 要 員 数 ：２名／ユニット（現場） 

  操作時間（想  定）：１０５分 

  操作時間（実  績）： ８２分 

 

３．操作の成立性 

    アクセス性：アクセスルートに設置されている照明はバッテリ内蔵型であるが、バッテリ枯渇後でも

ヘッドライト・携帯照明等を活用することで、事故環境下においてもアクセス可能であ

る。また、現場への移動は、地震等による重大事故等が発生した場合でも安全に移動で

きる経路を移動する。 

   作 業 環 境：周囲温度は通常運転状態と同等である。また、ヘッドライト、懐中電灯等を携行してい

ることから、事故環境下においても作業できる。汚染が予想されることから、個人線量

計を携帯し、全面マスク等を着用する。 

   操 作 性：可搬式整流器の電源ケーブルの接続は、交流接続元（充電器盤）が端子接続、直流接続

元（直流き電盤）も端子接続となっているため、確実に接続操作可能である。 

   連 絡 手 段：事故環境下において通常の連絡手段が使用不能となった場合でも、携行型通話装置にて、

確実に連絡可能である。 

 

【可搬式整流器運搬】 

 
 

① 可搬式整流器の運搬 

（中間建屋／制御建屋 

E.L. ＋4.0m） 

 

 

【入力／出力ケーブル接続】 

 
 

 
 

②可搬式整流器へのケーブル接続

（中間建屋／制御建屋  
E.L. ＋4.0m） 

【充電器入力開閉器１次側へ接続】 

 
【直流き電盤内NFB２次側へ接続】 

 
 

③電源ケーブル接続 

（中間建屋 E.L.＋10.1m） 
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代替所内電気設備による電源からの給電 

【代替所内電気設備による受電操作／受電系統構成作業（空冷式非常用発電装置）】 

1 操作概要 

所内電気設備2系統（非常用母線）が同時機能喪失した場合に、必要な負荷へ電源を給電する。

2 必要要員数及び操作時間 

必 要 要 員 数:３名（受電系統構成作業２名、受電操作１名） 

  １名（空冷式非常用発電装置起動操作） 

操作時間(想 定):約１１５分（交流給電開始）

 約２２５分（直流給電開始） 

操作時間(模 擬):約１１５分以内（交流給電開始）

 約２２５分以内（直流給電開始） 

3 操作の成立性 

アクセス性: 屋外作業時のアクセス性は、夜間においてもヘッドライト、懐中電灯等を携行してい

ることから問題ない。屋内作業時のアクセスについてもルートに設置されている照明

はバッテリ内蔵型であるが、バッテリ枯渇後でもヘッドライト・携帯照明等を活用す

ることで、事故環境下においてもアクセス可能である。 

作業 環境 : 屋内作業場所の室温は通常運転状態と同等である。また、作業エリアに設置されてい

る照明はバッテリ内蔵型であるが、バッテリ枯渇後でもヘッドライト・携帯照明等を

活用することで、事故環境下においても作業可能である。操作場所及び受電系統構成

作業等を行う場所は、作業を行う上で支障となる設備等はなく、作業は実施可能であ

る。 

操 作 性 : 受電系統切替箇所はコネクタ化されていること及び、電源切替箇所はＮＦＢ操作であ

ることから、容易かつ確実に接続可能である。 

連絡 手段 : 事故環境下において通常の連絡手段が使用不能となった場合でも、携行型通話装置を

携行しており、確実に連絡可能である。 

代替所内電気設備分電盤

給電操作

添付資料 1.14.12-(1)

代替所内電気設備分電盤

補助建屋 E.L.+9.7m 

設備未設置のため

写真なし

設備未設置のため

写真なし
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【代替所内電気設備による受電操作／受電系統構成作業（電源車）】 

 

1  操作概要 

所内電気設備2系統（非常用母線）が同時機能喪失した場合に、必要な負荷へ電源を給電する。 

 

2  必要要員数及び操作時間 

必 要 要 員 数:３名／ユニット（受電系統構成作業２名､受電操作１名） 

        ２名／ユニット（電源車起動操作） 

 操作時間(想 定):約１８０分（交流給電開始） 

         約３３５分（直流給電開始）  

 操作時間(模 擬):約１８０分以内（交流給電開始） 

         約３３５分以内（直流給電開始） 

 

3  操作の成立性 

アクセス性: 屋外作業時のアクセス性は、夜間においてもヘッドライト、懐中電灯等を携行してい

ることから問題ない。屋内作業時のアクセスについてもルートに設置されている照明

はバッテリ内蔵型であるが、バッテリ枯渇後でもヘッドライト・携帯照明等を活用す

ることで、事故環境下においてもアクセス可能である。 

作業 環境 : 屋内作業場所の室温は通常運転状態と同等である。また、作業エリアに設置されてい

る照明はバッテリ内蔵型であるが、バッテリ枯渇後でもヘッドライト・携帯照明等を

活用することで、事故環境下においても作業可能である。操作場所及び受電系統構成

作業等を行う場所は、作業を行う上で支障となる設備等はなく、作業は実施可能であ

る。 

操 作 性 : 受電系統切替箇所はコネクタ化されていること、及び電源切替箇所はＮＦＢ操作であ

ることから、容易かつ確実に接続可能である。 

連絡 手段 : 事故環境下において通常の連絡手段が使用不能となった場合でも、携行型通話装置を

携行しており、確実に連絡可能である。 
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写真はイメージ 

102



可搬式オイルポンプによる燃料補給操作 

【燃料補給操作】 

１．操作概要 

燃料油貯蔵タンク付近に給油ホースを敷設し、可搬式オイルポンプを用いて、燃料油貯蔵タンクから空

冷式非常用発電装置への燃料補給を行う。 

２．必要要員数及び操作時間 

  必 要 要 員 数 ：４名 

  操作時間（想  定）：空冷式非常用発電装置１２０分

  操作時間（模  擬）：空冷式非常用発電装置１２０分以内

３．操作の成立性 

アクセス性：屋外作業時のアクセス性は、夜間においてもヘッドライト・携行照明等を携行している

ことから問題ない。 

作 業 環 境：保管エリア、運搬ルート及び設置エリア周辺には、作業を行う上で支障となる設備等は

無く、また、夜間作業員はヘッドライト・携行照明等を携行することとしており作業は

実施可能である。 

操 作 性：可搬式オイルポンプ及び給油ホースは容易に移動でき、空冷式非常用発電装置への給油

ホースの接続はコネクタ式となっている。

 連 絡 手 段：事故環境下において通常の連絡手段が使用不能となった場合でも、携行型通話装置及び

衛星携帯電話にて、確実に連絡可能である。 

可搬式オイルポンプへの 

給油ホース接続 

（防護具着用） 

給油ホース接続 

（防護具着用） 

空冷式非常用発電装置への 

給油ホース接続 

（防護具着用） 

添付資料 1.14.13 

当該写真は高浜３，４号炉のイメージ。

美浜３号炉の場合タンクローリーが可搬式オイルポンプの写真となる 
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タンクローリーによる燃料補給操作

【燃料補給操作】 

１．操作概要 

燃料油貯蔵タンク付近（E.L.+5.5m燃料油取出口）または、E.L.+32m燃料油取出口に給油ホースを敷設

し、タンクローリー（燃料油移送ポンプ使用時含む。）を用いて、燃料油貯蔵タンクから電源車等への

燃料補給を行う。 

２．必要要員数及び操作時間 

（E.L.+5.5m燃料油取出口の場合） 

  必 要 要 員 数 ：２名 

  操作時間（想  定）：電源車１３４分 

  操作時間（模  擬）：電源車１３４分以内 

（E.L.+32m燃料油取出口の場合） 

  必 要 要 員 数 ：４名  

  操作時間（想  定）：電源車１８２分 

  操作時間（模  擬）：電源車１８２分以内 

３．操作の成立性 

アクセス性：屋外作業時のアクセス性は、夜間においてもヘッドライト・携行照明等を携行している

ことから問題ない。 

作 業 環 境：保管エリア、運搬ルート及び設置エリア周辺には、作業を行う上で支障となる設備等は

無く、また、夜間作業員はヘッドライト・携行照明等を携行することとしており作業は

実施可能である。 

操 作 性：タンクローリー及び給油ホースは容易に移動でき、電源車への給油ホースはタンクロー

リーに常時接続されたものを使用するため、容易かつ確実に接続操作可能である。

 連 絡 手 段：事故環境下において通常の連絡手段が使用不能となった場合でも、携行型通話装置及び

衛星携帯電話にて、確実に連絡可能である。 

タンクローリーより

給油ホース引出し

（防護具着用） 

電源車への給油ホース接続 

（防護具着用） 
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蓄電池（３系統目）による代替電源（直流）からの給電 
 

【蓄電池（３系統目）による代替電源（直流）からの給電操作】 

 

１．操作概要 

全交流動力電源喪失時、蓄電池（安全防護系用）により、直流母線電圧を維持できない場合は、中央制

御室及び現場にて蓄電池（３系統目）による必要直流負荷への切替えを行う。 

なお、給電及び切離し対象負荷は蓄電池（安全防護系用）を使用する場合と同様であり、「不要直流負

荷切離しリスト」のとおりである。 

 

２．必要要員数及び操作時間 

  必 要 要 員 数 ：２名 

  操作時間（想  定）：中央  ２分 

             現場 ２１分 

   

３．操作の成立性 

  アクセス性：アクセスルートに設置されている照明はバッテリ内蔵型であるが、バッテリ枯渇後でも

ヘッドライト・携帯照明等を活用することで、事故環境下においてもアクセス可能であ

る。また、現場への移動は、地震等による重大事故等が発生した場合でも安全に移動で

きる経路を移動する。 

   作 業 環 境：周囲温度は通常運転状態と同等である。また、ヘッドライト、懐中電灯等を携行してい

ることから、事故環境下においても作業できる。汚染が予想されることから、個人線量

計を携帯し、全面マスク等を着用する。 

   操 作 性：通常運転時に行う遮断器操作と同じであり、容易に操作可能である。 

   連 絡 手 段：事故時環境下において通常の連絡手段が使用不能となった場合でも、携行型通話装置を

使用し、確実に連絡できる。 

 

 
   

切替盤の 

ＮＦＢ操作 

中央制御室にて 

直流電圧確認 

現場（直流き電盤）にて 

ＮＦＢ操作 
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蓄電池(３系統目)を直流電源に追加する場合の有効性評価への影響について 

蓄電池（３系統目）を追加するにあたり、炉心損傷防止対策等の有効性評価への影響について検討し

た。検討の結果、蓄電池（３系統目）は有効性評価に影響しないことを確認した。

１．対象となる事故シーケンス

「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有効性評価に関する審査

ガイド」のうち、事故シーケンス「全交流電源喪失（ＲＣＰシールＬＯＣＡが発生しない場合）」が

該当。

２．有効性評価への影響

（１） 重大事故等対処設備（以下、ＳＡ設備という。）の単一故障

重大事故等対処に係る有効性評価においては、設計基準事故対処設備（以下、ＤＢ設備とい

う。）の故障による炉心損傷防止又は原子炉格納容器の破損防止のため、技術基準の要求を満足す

る重大事故等対処設備（以下、ＳＡ設備という。）を選定し、解析結果及び体制・手順により重要

事故シーケンスが成立することを説明している。

有効性評価においては、ＤＢ設備の多重故障等により起こりうる炉心損傷等をＳＡ設備により

防止することを確認しているが、有効性評価における基本的考え方の中で「ＳＡ設備の単一故障

は考えない＊」としている。

＊ 「実用発電用原子炉に係る炉心損傷防止対策及び格納容器破損防止対策の有効性評価に関す

る審査ガイド」参照（別紙１）。

（２） 蓄電池(３系統目)の使用の優先順位

全交流動力電源喪失時における蓄電池の優先順位は以下のとおり。

ベース ：蓄電池（安全防護系用）

優先順位１：蓄電池（３系統目）

全交流動力電源喪失時に、自動動作により給電される蓄電池（安全防護系用）は、早期の交流電

源の復旧見込みがない場合、不要直流負荷の切離しを行うことで、24 時間にわたって給電を確保

可能であることから第１優先で使用する。

蓄電池（３系統目）は、全交流動力電源喪失時に可搬式整流器による代替電源（直流）からの給

電準備が完了するまでに蓄電池（安全防護系用）の電圧が許容最低電圧以下に低下した場合、手動

操作により蓄電池（３系統目）を使用することにより 24 時間以上にわたって直流電源を確保可能

であることから第２優先で使用する。

また、蓄電池（３系統目）を使用する場合には、現場にて投入操作を行うことによって速やかに

給電することが可能である。

したがって、有効性評価に悪影響を与えるものではない。

（３） 有効性評価への影響

（１）及び（２）の理由により、蓄電池（３系統目）は、重大事故等の対処に対する有効性評

価に影響するものではない。

以上 
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